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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　感光体支持体上に少なくとも感光層、保護層を順次有する電子写真感光体において、該
保護層が、少なくとも電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマーと
、フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と、ラジカル重合性イソシアネートモノマーである
硬化助剤と、１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物とを硬化することに
より形成されるものであり、
　前記硬化は、前記フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と前記硬化助剤とからウレタン結
合を形成する反応を含み、
該保護層に潤滑性微粒子を含有することを特徴とする電子写真感光体。
【請求項２】
　潤滑性微粒子がフッ素樹脂微粒子、シリコーン化合物、ポリエチレンワックスのうち少
なくとも１種類以上を含有することを特徴とする請求項１記載の電子写真感光体。
【請求項３】
　フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤が分子内にウレタン結合を有することを特徴とする
請求項１又は２に記載の電子写真感光体。
【請求項４】
　フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と潤滑性微粒子が保護層に含まれる割合が保護層全
量に対し５ｗｔ％以上６０ｗｔ％未満であり、フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と潤滑
性微粒子が重量比で３対７から７対３の比率で混合されていることを特徴とする請求項１
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乃至３のいずれかに記載の電子写真感光体。
【請求項５】
　１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物が下記構造式で表されることを
特徴とする請求項１乃至４のいずれかに記載の電子写真感光体。
【化１】

（式中、Ｒ1は水素原子、ハロゲン原子、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有
してもよいアラルキル基、置換基を有してもよいアリール基、シアノ基、ニトロ基、アル
コキシ基、－ＣＯＯＲ7（Ｒ7は水素原子、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有
してもよいアラルキル基又は置換基を有してもよいアリール基）、ハロゲン化カルボニル
基若しくはＣＯＮＲ8Ｒ9（Ｒ8及びＲ9は水素原子、ハロゲン原子、置換基を有してもよい
アルキル基、置換基を有してもよいアラルキル基又は置換基を有してもよいアリール基を
示し、互いに同一であっても異なっていてもよい）を表わし、Ａｒ1、Ａｒ2は置換もしく
は未置換のアリーレン基を表わし、同一であっても異なってもよい。Ａｒ3、Ａｒ4は置換
もしくは未置換のアリール基を表わし、同一であっても異なってもよい。Ｘは単結合、置
換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のシクロアルキレン基、置換もし
くは無置換のアルキレンエーテル基、酸素原子、硫黄原子、ビニレン基を表わす。Ｚは置
換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のアルキレンエーテル２価基、ア
ルキレンオキシカルボニル２価基を表わす。ｍは０～３の整数を表わす。）
【請求項６】
　前記保護層の硬化手段が加熱又は光エネルギー照射手段であることを特徴とする請求項
１乃至５のいずれかに記載の電子写真感光体。
【請求項７】
請求項１乃至６のいずれかに記載の電子写真感光体と、帯電手段、現像手段、転写手段、
クリーニング手段および除電手段よりなる群から選ばれた少なくとも一つの手段を有する
ものであって、画像形成装置本体に着脱可能としたことを特徴とする画像形成装置用プロ
セスカートリッジ。
【請求項８】
請求項１乃至６のいずれかに記載の電子写真感光体または請求項７に記載のプロセスカー
トリッジを有することを特徴とする画像形成装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複写機、静電印刷、プリンタ、静電記録などに用いられる電子写真感光体及
びそれを用いた画像形成装置用プロセスカートリッジさらに画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　複写機、レーザープリンタなどに応用される画像形成装置で使用される電子写真感光体
は、セレン、酸化亜鉛、硫化カドミウム等の無機感光体が主流であった時代から、現在で
は、地球環境への負荷低減、低コスト化、および設計自由度の高さで無機感光体よりも有
利な有機感光体（ＯＰＣ）が広く利用されるようになっている。
【０００３】
　この有機感光体は層構成別に分類することができ、例えば、（１）ポリビニルカルバゾ
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－ル（ＰＶＫ）に代表される光導電性樹脂やＰＶＫ－ＴＮＦ（２，４，７－トリニトロフ
ルオレノン）に代表される電荷移動錯体を導電性支持体上に設ける均質単層型、（２）フ
タロシアニンやペリレンなどの顔料を樹脂中に分散させたものを導電性支持体上に設ける
分散単層型、（３）導電性支持体上に設ける感光層を、アゾ顔料などの電荷発生物質を含
有する電荷発生層（ＣＧＬ）と、トリフェニルアミンなどの電荷輸送物質を含有する電荷
輸送層（ＣＴＬ）に機能分離した積層型に分類することができる。
【０００４】
　積層型の場合、電荷発生層の上に電荷輸送層を設ける構造と、これと逆の構造があり、
前者が一般的で後者を特に逆層と呼ぶ場合がある。特に積層型は高感度化に有利であり、
加えて、高感度化や高耐久化に対する設計上の自由度が高いこともあって、現在、有機感
光体の多くがこの層構成を採っている。
【０００５】
　近年では地球環境保全に配慮したモノづくりの重要度が増すに至り、感光体はサプライ
製品（使い捨てされる製品）から機械部品としての転換が求められている。これには感光
体のロングライフ化が必要であり、この対応として感光層の上に保護層が加えられるケー
スが一般的となっている。
【０００６】
　また、電子写真に用いられる現像用トナーは、トナー製造時の地球環境負荷低減の向上
や高画質化に有利な重合トナー、球形トナー、および小粒径トナー（大凡、６μｍ以下）
を使用することが主流となりつつある。これらのトナーに対するクリーニング性を確保す
ることや現像後に残留するトナーを再利用するために感光体はその表面の摩擦係数が低く
且つ繰り返し使用時にも持続することが望まれている。
【０００７】
　これに対し重合トナーのクリーニング性は感光体表面にステアリン酸亜鉛などの潤滑剤
を塗布して感光体表面の摩擦係数を低減化することでクリーニング性能は確保されること
が知られている（非特許文献１（百武信男,丸山彰久,重崎聡,奥山裕江，Ｊａｐａｎ Ｈａ
ｒｄｃｏｐｙ Ｆａｌｌ Ｍｅｅｔｉｎｇ，２４－２７，２００１））。
　しかしながら、感光体表面に潤滑剤を外添供給すると、トナーをリサイクルする場合、
トナー中にこの潤滑剤が混入し、結果、トナーの変質を来してしまうことになる。また、
潤滑剤塗布手段を必要とするため装置が大型化してしまう。
【０００８】
　他の手段として、感光体の最外層にシリコーン化合物、フッ素樹脂微粒子、脂肪酸エス
テル等の潤滑剤を含有させる手段が提案されている。特に重合トナーのクリーニング性に
対して、感光体の最外層にフッ素樹脂微粒子を含有させる手段が提案されている（例えば
、特許文献１（特開平１１－２１８９５３号公報）、特許文献２（特開平１１－２７２０
０３号公報））。
【０００９】
　感光体表面の低摩擦係数化に対してフッ素樹脂微粒子を含有させることは有効であるが
、かかる手段のみでは繰り返し使用または長期使用による感光体表面の摩擦係数上昇を伴
い、初期の低表面摩擦係数を持続することは困難である。この場合、使用間もなく感光体
表面の摩擦係数が上昇する。また、塗膜の凹凸が激しくなり、結果としてトナーのすり抜
けが生じる。クリーニング性が不十分となる結果、感光体の交換が必要となる。
【００１０】
　また、感光体表面の摩擦係数を低減化するためにはフッ素樹脂微粒子は所定量以上の濃
度で含有させる必要があるが、この場合、特許文献３（特開平７－１３３８１号公報、段
落番号［００１３］）、特許文献４（特開平１０－１４２８１６号公報、段落番号［００
２６］）に記される如く膜強度の脆化を招いてしまう。また、これらの公報に規定される
含有量に調製してもフッ素樹脂微粒子を含有することにより感光体の耐摩耗性は劣化して
しまうケースが多い。
　フッ素樹脂微粒子を減量すると、感光体表面の摩擦係数上昇を伴い、クリーニング性が
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不十分となる結果、感光体表面が汚染される。
【００１１】
　保護層にフッ素原子含有ポリマーを含有させる手段が提案されている（例えば、特許文
献５（特開２００６－９９０９９号公報））。かかる方法では、低表面自由エネルギー化
は達成されるが、感光体表面の低摩擦係数化が達成されず膜削れが大きくなり、長寿命の
達成が困難である。
【００１２】
　感光体表面のフッ素樹脂微粒子含有量を最適な範囲に保つ手段として、ビスフェノール
Ａを骨格とするポリカーボネート樹脂とフッ素系グラフトポリマーとフッ素樹脂微粒子と
を混在させる方法が提案されている（特許文献６（特許第３０２８２７０号））。
　ポリカーボネート樹脂は一般に表面自由エネルギーが大きく、表面にトナーなどの異物
の付着（フィルミング）が生じやすい。またポリカーボネート樹脂は耐膜削れが大きく耐
摩耗性に限界があり、長寿命性が達成できない。
【００１３】
　電子写真感光体の昨今のニーズとして、高い耐摩耗性と表面の低摩擦性が共に持続され
ることが望まれていると断定することができる。勿論、高感度であることと環境変化に対
して特性が安定であることも必須となる。しかしながら、未だこれを満足する手段は見出
されていない。
【特許文献１】特開平１１－２１８９５３号公報
【特許文献２】特開平１１－２７２００３号公報
【特許文献３】特開平７－１３３８１号公報
【特許文献４】特開平１０－１４２８１６号公報
【特許文献５】特開第２００６－９９０９９号公報
【特許文献６】特許第３０２８２７０号公報
【非特許文献１】百武信男，丸山彰久，重崎聡，奥山裕江，Ｊａｐａｎ Ｈａｒｄｃｏｐ
ｙ Ｆａｌｌ Ｍｅｅｔｉｎｇ，２４－２７，２００１
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明は、長期または大量プリントを行う際に発生する感光体表面の摩擦係数上昇を防
止し、加えて、感光体の低表面摩擦係数持続性と低摩耗性、高耐久性を有し、特に重合ト
ナー（或いは球形トナー）のクリーニング性に優れる電子写真感光体、それを具備するプ
ロセスカートリッジ及び画像形成装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明者らは鋭意検討を重ねた結果、少なくとも表面に保護層を有してなる構造であり
、該保護層が少なくとも電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマー
とフッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性
化合物とを硬化することにより形成されるものであり、該保護層に潤滑性微粒子を含有す
る電子写真感光体を用いることにより、前記目的が達成できることを発見して本発明を成
すに至った。
【００１６】
　すなわち、以下の構成要件を満足することにより、クリーニング性に優れ、低表面エネ
ルギー、低摩擦係数の持続性が著しく、耐摩耗性が高く安定であり、且つ電気的特性が良
好であり、特に重合トナー（或いは球形トナー）に好適であり、長期間にわたり高画質化
を実現した電子写真感光体を提供することができ、また、それらの長寿命、高性能感光体
を使用した画像形成装置及び画像形成装置用プロセスカートリッジを提供することができ
る。
　本発明の目的は以下の（１）～（８）によって達成される。
【００１７】
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（１）感光体支持体上に少なくとも感光層、保護層を順次有する電子写真感光体において
、該保護層が、少なくとも電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマ
ーと、フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と、ラジカル重合性イソシアネートモノマーで
ある硬化助剤と、１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物とを硬化するこ
とにより形成されるものであり、前記硬化は、前記フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と
前記硬化助剤とからウレタン結合を形成する反応を含み、該保護層に潤滑性微粒子を含有
することを特徴とする電子写真感光体。
（２）潤滑性微粒子がフッ素樹脂微粒子、シリコーン化合物、ポリエチレンワックスのう
ち少なくとも１種類以上を含有することを特徴とする（１）記載の電子写真感光体。
【００１８】
（３）フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤が分子内にウレタン結合を有することを特徴と
する（１）又は（２）に記載の電子写真感光体。
（４）フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と潤滑性微粒子が保護層に含まれる割合が保護
層全量に対し５ｗｔ％以上６０ｗｔ％未満であり、フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と
潤滑性微粒子が重量比で３対７から７対３の比率で混合されていることを特徴とする（１
）乃至（３）のいずれかに記載の電子写真感光体。
【００１９】
（５）１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物が下記構造式で表されるこ
とを特徴とする（１）乃至（４）のいずれかに記載の電子写真感光体。
【化１】

（式中、Ｒ1は水素原子、ハロゲン原子、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有
してもよいアラルキル基、置換基を有してもよいアリール基、シアノ基、ニトロ基、アル
コキシ基、－ＣＯＯＲ7（Ｒ7は水素原子、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有
してもよいアラルキル基又は置換基を有してもよいアリール基）、ハロゲン化カルボニル
基若しくはＣＯＮＲ8Ｒ9（Ｒ8及びＲ9は水素原子、ハロゲン原子、置換基を有してもよい
アルキル基、置換基を有してもよいアラルキル基又は置換基を有してもよいアリール基を
示し、互いに同一であっても異なっていてもよい）を表わし、Ａｒ1、Ａｒ2は置換もしく
は未置換のアリーレン基を表わし、同一であっても異なってもよい。Ａｒ3、Ａｒ4は置換
もしくは未置換のアリール基を表わし、同一であっても異なってもよい。Ｘは単結合、置
換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のシクロアルキレン基、置換もし
くは無置換のアルキレンエーテル基、酸素原子、硫黄原子、ビニレン基を表わす。Ｚは置
換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のアルキレンエーテル２価基、ア
ルキレンオキシカルボニル２価基を表わす。ｍは０～３の整数を表わす。）
【００２０】
（６）前記保護層の硬化手段が加熱又は光エネルギー照射手段であることを特徴とする（
１）乃至（５）のいずれかに記載の電子写真感光体。
（７）（１）乃至（６）のいずれかに記載の電子写真感光体と、帯電手段、現像手段、転
写手段、クリーニング手段および除電手段よりなる群から選ばれた少なくとも一つの手段
を有するものであって、画像形成装置本体に着脱可能としたことを特徴とする画像形成装
置用プロセスカートリッジ。
（８）（１）乃至（６）のいずれかに記載の電子写真感光体または（７）に記載のプロセ
スカートリッジを有することを特徴とする画像形成装置。
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【００２１】
　以下に本発明を詳細に説明する。
　本発明は、感光体の保護層が、少なくとも電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジ
カル重合性モノマーとフッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と１官能の電荷輸送性構造を有
するラジカル重合性化合物とを硬化することにより形成されるものであり、該保護層に潤
滑性微粒子を含有することを特徴とする。
【００２２】
　電子写真感光体は帯電手段、現像手段、転写手段、クリーニング手段、除電手段の一連
のプロセスが繰り返される環境で使用され、この過程で感光体が摩耗したり傷が発生する
ことにより、画像劣化を引き起こし寿命となる。この摩耗、傷をもたらす要因としては、
（１）帯電、除電時の放電による感光体表面組成物の分解及び酸化性ガスによる化学的劣
化、（２）現像時におけるキャリア付着、（３）転写時における紙との摩擦、（４）クリ
ーニング時におけるクリーニングブラシ、クリーニングブレード及び介在するトナーや付
着キャリアとの摩擦などが挙げられる。
【００２３】
　これらのハザードに強い感光体を設計するためには、保護層を高硬度、高弾性で且つ均
一にすることが重要で、膜構造からは緻密で且つ均質な３次元網目構造を形成する方法が
有望である。例えば３官能以上のラジカル重合性モノマーと１官能の電荷輸送性構造を有
するラジカル重合性化合物を硬化した架橋構造を有する保護層は３次元の網目構造が発達
し、架橋密度が非常に高い高硬度、且つ高弾性保護層が得られ、高い耐摩耗性、耐傷性が
達成される。これにより上記（１）は対策可能である。
　また、上記（２）は保護層にフッ素原子含有ポリマーを含有させ、感光体表面の自由エ
ネルギーを小さくすることで対策可能である。しかしながら、（３）、（４）の課題は解
決されない。
【００２４】
　また、（３）、（４）の課題は保護層に潤滑性微粒子を含有させ、感光体表面の摩擦係
数を低減することで対策可能である。しかしながら、かかる手段では繰り返し使用または
長期使用による感光体表面の摩擦係数上昇を伴い、初期の低表面摩擦係数を持続すること
は困難である。この場合、使用間もなく感光体表面の摩擦係数が上昇する。また、塗膜の
凹凸が激しくなり、結果としてトナーのすり抜けが生じる。クリーニング性が不十分とな
る結果、感光体の交換が必要となる。感光体表面の摩擦係数を低減化するためには潤滑性
微粒子は所定量以上の濃度で含有させる必要があるが、この場合、特許文献３（特開平７
－１３３８１号公報、段落番号［００１３］）、特許文献４（特開平１０－１４２８１６
号公報、段落番号［００２６］）に記される如く膜強度の脆化を招いてしまう。また、こ
れらの公報に規定される含有量に調製しても潤滑性微粒子を含有することにより感光体の
耐摩耗性は劣化してしまうケースが多い。潤滑性微粒子を減量すると、感光体表面の摩擦
係数上昇を伴い、クリーニング性が不十分となる結果、感光体表面が汚染される。
【００２５】
　これらの不具合の回避は、少なくとも電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル
重合性モノマーと、フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と、１官能の電荷輸送性構造を有
するラジカル重合性化合物とを硬化することにより形成される保護層を有し、該保護層に
潤滑性微粒子を含有する電子写真感光体とすることにより達成される。フッ素系ＵＶ硬化
型ハードコート剤と潤滑剤成分が保護層に含まれる割合を保護層固形分重量に対して５ｗ
ｔ％以上６０ｗｔ％未満であり、フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と潤滑性微粒子が重
量比で３対７から７対３の比率で混合されていること好ましい。
【００２６】
　フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と潤滑剤成分が保護層に含まれる割合が５ｗｔ％未
満の場合、クリーニング効果が十分に発揮されない。また、フッ素系ＵＶ硬化型ハードコ
ート剤と潤滑剤成分が保護層に含まれる割合が６０ｗｔ％以上の場合、十分な膜強度が得
られない場合がある。



(7) JP 5102646 B2 2012.12.19

10

20

30

40

50

　フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と潤滑性微粒子の混合比が重量比で３対７から７対
３の比率で混合されている場合に、理由は定かではないが感光体表面の低摩擦係数化と低
表面自由エネルギー化の両方の効果が十分に発揮される。
　このフッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と潤滑剤の含有量の範囲は、例えば帯電手段に
スコロトロンチャージャーを用いる場合やＡＣ成分を乗畳する帯電ローラーを用いる場合
等の画像形成装置の種類に応じて調製すると良い。
【００２７】
　感光体表面を低摩擦係数化する手段として、感光体の最表面層に潤滑剤を含有させるこ
とが有効である。潤滑剤は感光体表面の平滑性を確保する必要から液体潤滑剤または小粒
径で均一分散可能な固体潤滑剤が好ましい。これを満たす材料として、シリコーン化合物
、フッ素樹脂微粒子、ポリエチレンワックス等の潤滑性微粒子が挙げられる。
【００２８】
　分子内にウレタン結合を有しないフッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤を保護層に使用す
ると、残留電位、露光後電位が上昇し、感光体感度の減少が生じる場合がある。しかしな
がら、分子内にウレタン結合を有するフッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤を保護層に使用
することで、上記問題が発生しない感光体を作成することができる。
【００２９】
　本発明で用いる上記一般式（１）で表される１官能性の電荷輸送構造を有するラジカル
重合性化合物は、炭素－炭素間の二重結合が両側に開放されて重合するため、末端構造と
はならず、連鎖重合体中に組み込まれ、３官能以上のラジカル重合性モノマーとの重合で
架橋形成された重合体中では、高分子の主鎖中に存在し、かつ主鎖－主鎖間の架橋鎖中に
存在（この架橋鎖には１つの高分子と他の高分子間の分子間架橋鎖と、１つの高分子内で
折り畳まれた状態の主鎖のある部位と主鎖中でこれから離れた位置に重合したモノマー由
来の他の部位とが架橋される分子内架橋鎖とがある）するが、主鎖中に存在する場合であ
ってもまた架橋鎖中に存在する場合であっても、鎖部分から懸下するトリアリールアミン
構造は、窒素原子から放射状方向に配置する少なくとも３つのアリール基を有し、バルキ
ーであるが、鎖部分に直接結合しておらず鎖部分からカルボニル基等を介して懸下してい
るため立体的位置取りに融通性ある状態で固定されているので、これらトリアリールアミ
ン構造は重合体中で相互に程よく隣接する空間配置が可能であるため、分子内の構造的歪
みが少なく、また、電子写真感光体の保護層とされた場合に、電荷輸送経路の断絶を比較
的免れた分子内構造を採りうるものと推測される。
【００３０】
　本発明においては、かかる保護層塗工液を塗布後、外部からエネルギーを与え硬化させ
、保護層を形成するものであるが、このとき用いられる外部エネルギーとしては熱、光、
放射線がある。熱のエネルギーを加える方法としては、空気、窒素などの気体、蒸気、あ
るいは各種熱媒体、赤外線、電磁波を用い塗工表面側あるいは支持体側から加熱すること
によって行なわれる。加熱温度は１００℃以上、１７０℃以下が好ましく、１００℃未満
では反応速度が遅く、完全に硬化反応が終了しない。１７０℃より高温では硬化反応が不
均一に進行し保護層中に大きな歪みや多数の未反応残基、反応停止末端が発生する。硬化
反応を均一に進めるために、１００℃未満の比較的低温で加熱後、更に１００℃以上に加
温し反応を完結させる方法も有効である。光のエネルギーとしては主に紫外光に発光波長
をもつ高圧水銀灯やメタルハライドランプなどのＵＶ照射光源が利用できるが、ラジカル
重合性含有物や光重合開始剤の吸収波長に合わせ可視光光源の選択も可能である。照射光
量は５０ｍＷ／ｃｍ2以上、１０００ｍＷ／ｃｍ2以下が好ましく、５０ｍＷ／ｃｍ2未満
では硬化反応に時間を要する。１０００ｍＷ／ｃｍ2より強いと反応の進行が不均一とな
り、保護層表面に局部的な皺が発生したり、多数の未反応残基、反応停止末端が生ずる。
また、急激な架橋により内部応力が大きくなり、クラックや膜剥がれの原因となる。放射
線のエネルギーとしては電子線を用いるものが挙げられる。これらのエネルギーの中で、
反応速度制御の容易さ、装置の簡便さから熱及び光のエネルギーを用いたものが有用であ
る。さらに、加熱によっても硬化するが、フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤を用いてい
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るため、硬化が不十分となり所望の特性（耐摩耗性）が発揮されない場合もあるので、光
エネルギーを用いたものが好ましく、ＵＶ照射がより好ましい。
【００３１】
　次に、本発明の保護層塗布液の構成材料について説明する。
　本発明に用いられる電荷輸送性を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマーとは、
例えばトリアリールアミン、ヒドラゾン、ピラゾリン、カルバゾールなどの正孔輸送性構
造、例えば縮合多環キノン、ジフェノキノン、シアノ基やニトロ基を有する電子吸引性芳
香族環などの電子輸送構造を有しておらず、且つラジカル重合性官能基を３個以上有する
モノマーを指す。このラジカル重合性官能基とは、炭素－炭素２重結合を有し、ラジカル
重合可能な基であれば何れでもよい。
　これらラジカル重合性官能基としては、例えば、下記に示す１－置換エチレン官能基、
１，１－置換エチレン官能基等が挙げられる。
【００３２】
（１）１－置換エチレン官能基としては、例えば以下の式で表される官能基が挙げられる
。
【化２】

（ただし、式中、Ｘ1は、置換基を有していてもよいフェニレン基、ナフチレン基等のア
リーレン基、置換基を有していてもよいアルケニレン基、－ＣＯ－基、－ＣＯＯ－基、－
ＣＯＮ（Ｒ10）－基（Ｒ10は、水素、メチル基、エチル基等のアルキル基、ベンジル基、
ナフチルメチル基、フェネチル基等のアラルキル基、フェニル基、ナフチル基等のアリー
ル基を表わす。）、または－Ｓ－基を表わす。）
　これらの置換基を具体的に例示すると、ビニル基、スチリル基、２－メチル－１，３－
ブタジエニル基、ビニルカルボニル基、アクリロイルオキシ基、アクリロイルアミド基、
ビニルチオエーテル基等が挙げられる。
【００３３】
（２）１，１－置換エチレン官能基としては、例えば以下の式で表される官能基が挙げら
れる。

【化３】

（ただし、式中、Ｙは、置換基を有していてもよいアルキル基、置換基を有していてもよ
いアラルキル基、置換基を有していてもよいフェニル基、ナフチル基等のアリール基、ハ
ロゲン原子、シアノ基、ニトロ基、メトキシ基あるいはエトキシ基等のアルコキシ基、－
ＣＯＯＲ11基（Ｒ11は、水素原子、置換基を有していてもよいメチル基、エチル基のアル
キル基、置換基を有していてもよいベンジル、フェネチル基等のアラルキル基、置換基を
有していてもよいフェニル基、ナフチル基等のアリール基、または－ＣＯＮＲ12Ｒ13（Ｒ

12およびＲ13は、水素原子、置換基を有していてもよいメチル基、エチル基等のアルキル
基、置換基を有していてもよいベンジル基、ナフチルメチル基、あるいはフェネチル基等
のアラルキル基、または置換基を有していてもよいフェニル基、ナフチル基等のアリール
基を表わし、互いに同一または異なっていてもよい。）、また、Ｘ2は上記式１０のＸ1と
同一の置換基及び単結合、アルキレン基を表わす。ただし、Ｙ，Ｘ2の少なくとも何れか
一方がオキシカルボニル基、シアノ基、アルケニレン基、及び芳香族環である。）
　これらの置換基を具体的に例示すると、α－塩化アクリロイルオキシ基、メタクリロイ
ルオキシ基、α－シアノエチレン基、α－シアノアクリロイルオキシ基、α－シアノフェ
ニレン基、メタクリロイルアミノ基等が挙げられる。
【００３４】
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　なお、これらＸ1、Ｘ2、Ｙについての置換基にさらに置換される置換基としては、例え
ばハロゲン原子、ニトロ基、シアノ基、メチル基、エチル基等のアルキル基、メトキシ基
、エトキシ基等のアルコキシ基、フェノキシ基等のアリールオキシ基、フェニル基、ナフ
チル基等のアリール基、ベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基等が挙げられる。
【００３５】
　これらのラジカル重合性官能基の中では、特にアクリロイルオキシ基、メタクリロイル
オキシ基が有用であり、３個以上のアクリロイルオキシ基を有する化合物は、例えば水酸
基がその分子中に３個以上ある化合物とアクリル酸（塩）、アクリル酸ハライド、アクリ
ル酸エステルを用い、エステル反応あるいはエステル交換反応させることにより得ること
ができる。また、３個以上のメタクリロイルオキシ基を有する化合物も同様にして得るこ
とができる。また、ラジカル重合性官能基を３個以上有する単量体中のラジカル重合性官
能基は、同一でも異なっても良い。
【００３６】
　電荷輸送性構造を有しない３官能以上の具体的なラジカル重合性モノマーとしては、以
下のものが例示されるが、これらの化合物に限定されるものではない。
　すなわち、本発明において使用する上記ラジカル重合性モノマーとしては、例えば、ト
リメチロールプロパントリアクリレート（ＴＭＰＴＡ）、トリメチロールプロパントリメ
タクリレート、トリメチロールプロパンアルキレン変性トリアクリレート、トリメチロー
ルプロパンエチレンオキシ変性（以後ＥＯ変性）トリアクリレート、トリメチロールプロ
パンプロピレンオキシ変性（以後ＰＯ変性）トリアクリレート、トリメチロールプロパン
カプロラクトン変性トリアクリレート、トリメチロールプロパンアルキレン変性トリメタ
クリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアク
リレート（ＰＥＴＴＡ）、グリセロールトリアクリレート、グリセロールエピクロロヒド
リン変性（以後ＥＣＨ変性）トリアクリレート、グリセロールＥＯ変性トリアクリレート
、グリセロールＰＯ変性トリアクリレート、トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌレ
ート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート（ＤＰＨＡ）、ジペンタエリスリトー
ルカプロラクトン変性ヘキサアクリレート、ジペンタエリスリトールヒドロキシペンタア
クリレート、アルキル化ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、アルキル化ジペン
タエリスリトールテトラアクリレート、アルキル化ジペンタエリスリトールトリアクリレ
ート、ジメチロールプロパンテトラアクリレート（ＤＴＭＰＴＡ）、ペンタエリスリトー
ルエトキシテトラアクリレート、リン酸ＥＯ変性トリアクリレート、２，２，５，５，－
テトラヒドロキシメチルシクロペンタノンテトラアクリレートなどが挙げられ、これらは
、単独又は２種類以上を併用しても差し支えない。
【００３７】
　また、保護層に用いられる電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノ
マーの成分割合は、保護層全量に対し２０～８０重量％、好ましくは３０～７０重量％で
あり、実質的には、塗工液固形分中の３官能以上のラジカル重合反応性モノマーの割合に
依存する。モノマー成分が２０重量％未満では保護層の３次元架橋結合密度が少なく、従
来の熱可塑性バインダー樹脂を用いた場合に比べ飛躍的な耐摩耗性向上が達成されない。
また、８０重量％を超えると電荷輸送性化合物の含有量が低下し、電気的特性の劣化が生
じる。使用されるプロセスによって要求される電気特性や耐摩耗性が異なり、それに伴い
本感光体の保護層の膜厚も異なるため一概には言えないが、両特性のバランスを考慮する
と３０～７０重量％の範囲が最も好ましい。
【００３８】
　本発明におけるフッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤とは例えばトリアリールアミン、ヒ
ドラゾン、ピラゾリン、カルバゾールなどの正孔輸送性構造、例えば縮合多環キノン、ジ
フェノキノン、シアノ基やニトロ基を有する電子吸引性芳香族環などの電子輸送構造を有
しておらず、フルオロアルキル基を有し、且つラジカル重合性官能基を１個有する化合物
を指す。このラジカル重合性官能基とは、炭素－炭素２重結合を有し、ラジカル重合可能
な基であれば何れでもよい。
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【００３９】
　フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤は、フッ素系ハードコート剤とＵＶ硬化のための硬
化助剤とを反応させることにより得ることができる。本発明において、フッ素系ハードコ
ート剤とは、光もしくは熱で硬化するものであり、これのみではＵＶ硬化で十分に硬化で
きない。したがって、ＵＶ硬化のための硬化助剤を併用しフッ素系ＵＶ硬化型ハードコー
ト剤として用いる。尚、本発明に係る保護層は、保護層を形成する際に、保護層塗工液中
に、フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤として、フッ素系ハードコート剤と硬化助剤を添
加し、電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマーと１官能の電荷輸
送性構造を有するラジカル重合性化合物とともに硬化させても良い。
【００４０】
　フッ素系ハードコート剤としては、以下のものが例示されるが、これらの化合物に限定
されるものではない。
　すなわち、本発明において使用する上記フッ素系ハードコート剤として市販されている
ものを例示する。
　セフラルコート（セントラル硝子社）、ディフェンサー（大日本インキ化学工業社）（
４フッ化アルキル基をグラフト重合させた化合物）、モディパーＦ・ＦＳ（日本油脂社）
（ポリメタクリル酸エステルとポリアクリル酸フッ化アルキルのブロック共重合体）など
が挙げられ、これらは、単独又は２種類以上を併用しても差し支えない。
【００４１】
　フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤としては、分子内にウレタン結合を有するものが好
ましい。したがって、硬化助剤としては、ラジカル重合性イソシアネートモノマーを好ま
しく用いることができる。該ラジカル重合性イソシアネートモノマーとしては、カレンズ
ＭＯＩ、カレンズＭＯＩ－ＢＭ、カレンズＭＯＩ－ＢＰ、カレンズＡＯＩ、カレンズＢＥ
Ｉ（昭和電工社）等を好適に用いることができる。これらは分子中にイソシアネート基と
、ＵＶ硬化可能な炭素－炭素二重結合を有している。
　ラジカル重合性イソシアネートモノマー中のイソシアネート基とフッ素系ハードコート
剤中の水酸基とのモル比は０．５から１．５の範囲が好ましい。この範囲を超えると硬化
が不十分になったり、残留電位が上昇したりすることがある。
【００４２】
　本発明における潤滑性微粒子とはフッ素樹脂微粒子、シリコーン化合物、ポリエチレン
ワックスなど、摩擦係数を低減する目的で保護層に添加されるものである。
　保護層に用いられるフッ素樹脂微粒子の原料としては、ポリテトラフルオロエチレン（
ＰＴＦＥ）、テトラフルオロエチレン／パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体（
ＰＦＡ）、テトラフルオロエチレン／ヘキサフルオロプロピレン共重合体（ＦＥＰ）、テ
トラフルオロエチレン／ヘキサフルオロプロピレン／パーフルオロアルキルビニルエーテ
ル共重合体（ＥＰＥ）、テトラフルオロエチレン／エチレン共重合体（ＥＴＦＥ）、ポリ
クロロトリフルオロエチレン（ＰＣＴＦＥ）、クロロトリフルオロエチレン／エチレン共
重合体（ＥＣＴＦＥ）、ポリビニリデンフルオライド（ＰＶＤＦ）、ポリビニルフルオラ
イド（ＰＶＦ）等が挙げられる。このうち、感光体表面の低摩擦係数化と、フッ素樹脂自
体の延性が比較的高いポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、テトラフルオロエチレ
ン／パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体（ＰＦＡ）、テトラフルオロエチレン
／ヘキサフルオロプロピレン共重合体（ＦＥＰ）は、本発明で好適な材料である。
【００４３】
　シリコーン化合物として、本発明ではアクリル・シリコーン共重合体も有効に利用でき
る。アクリル・シリコーン共重合体は日信化学社から上市されているシャリーヌＲ－１７
０、Ｒ－１７０Ｓなどが良い。これらは一次粒子径が０．２μｍであるため、前処理をせ
ずに利用可能である。
　また、ポリエチレンワックスは三井化学社のＨＩ－ＷＡＸ１００Ｐ、ＢＹＫ－ＣＥＲＡ
社のＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９９１が好適である。
　フッ素樹脂微粒子、シリコーン化合物、ポリエチレンワックスは同様に粉砕（塊砕）及
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び分散を、ボールミル、振動ミル、サンドミル、等により行うことができる。
【００４４】
　本発明における潤滑性微粒子は、は少なくとも一種の分散剤、界面活性剤で表面処理さ
せることが可能である。特に粒径の小さな潤滑性微粒子の場合、分散性の面から好ましい
。潤滑性微粒子の分散性の低下は残留電位の上昇だけでなく、塗膜の透明性の低下や塗膜
欠陥の発生、更には耐摩耗性の低下をも引き起こすため、高耐久化あるいは高画質化を妨
げる大きな問題に発展する可能性がある。分散剤、界面活性剤としては、従来用いられて
いる分散剤、界面活性剤を使用することができるが、潤滑性微粒子の絶縁性を維持できる
ものが好ましい。
　表面処理量については、用いる潤滑性微粒子の平均一次粒径によって異なるが、潤滑性
微粒子重量に対して３～３０重量％が適しており、５～２０重量％がより好ましい。分散
剤、界面活性剤がこれよりも少ないとフィラーの分散効果が得られず、また多すぎると残
留電位の著しい上昇を引き起こす。これら表面処理剤は単独もしくは２種類以上混合して
用いられる。
【００４５】
　本発明では併用する潤滑性微粒子は一次粒子径が０．０５μｍ以上１μｍ以下であると
、低摩擦性の持続が良い。この詳細は不明であるが、感光体表面に頭出した微粒子はクリ
ーニングブレード等の感光体を摺擦する部材で表面全体へ引き延ばされると考えられる。
これに対して粒子径が０．０５μｍ未満の粒径では摩耗粉と同時に感光体系外へそぎ落と
されると思われる。このため、所期の効果が発現しにくいと思われる。また、粒子径の大
きな材料ではこの低摩擦性が持続したり、しなかったりすることがあり不安定である。潤
滑性微粒子を配合することによる低摩擦性の持続を獲得するには潤滑性微粒子の粒度が一
次粒子径で０．０５μｍ以上１μｍ以下であると良い。
【００４６】
　フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と潤滑性微粒子が保護層に含まれる割合が保護層全
量に対し５ｗｔ％以上６０ｗｔ％未満であり、フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と潤滑
性微粒子が重量比で３対７から７対３の比率で混合されていることが好ましい。
【００４７】
　フッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤は１種又は２種以上混合して用いてもよい。フッ素
系ＵＶ硬化型ハードコート剤の含有量は、架橋表面層を形成する塗工液固形分に対して好
ましくは２～３０ｗｔ％、より好ましくは５～２０ｗｔ％である。フッ素系ＵＶ硬化型ハ
ードコート剤の含有量が２ｗｔ％を下回る場合、架橋表面層中のフッ素が占める割合が少
なすぎるために充分な低表面エネルギーが実現されず、良好なクリーニング性を示さない
場合がある。またフッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤の含有量が３０ｗｔ％を超える場合
には、均質で表面平滑な塗膜を得ることが困難となるため不利である。
【００４８】
　本発明では感光体低表の低摩擦性を持続させる必要から、上記の低表面エネルギー化す
るため、潤滑性微粒子の配合比率は架橋型樹脂表面層の全固形分重量に対して３ｗｔ％以
上とすることが好ましい。電子写真装置の特徴に依らず表面の低摩擦係数を耐久によって
も持続させるためには、潤滑性微粒子の配合比率は表面層の全重量に対して１０ｗｔ％前
後とすることがより好ましい。一方、潤滑性微粒子の配合比率を３０ｗｔ％を超える場合
、実質、配合比率を増加させることによる感光体表面の低摩擦係数持続性の更なる向上化
が得られにくいこと、また、湿式塗工による保護層の成膜では、表面平滑な感光体表面を
形成することが困難となるため、これ以下とした方が良い。
【００４９】
　本発明の保護層に用いられる１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物と
は、例えばトリアリールアミン、ヒドラゾン、ピラゾリン、カルバゾールなどの正孔輸送
性構造、例えば縮合多環キノン、ジフェノキノン、シアノ基やニトロ基を有する電子吸引
性芳香族環などの電子輸送構造を有しており、且つ１個のラジカル重合性官能基を有する
化合物を指す。このラジカル重合性官能基としては、上記式１０又は式１１で示される官
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能基が挙げられる。さらに具体的には、先のラジカル重合性モノマーで示したものが挙げ
られ、特にアクリロイルオキシ基、メタクリロイルオキシ基が有用である。また、電荷輸
送性構造としてはトリアリールアミン構造が効果が高く、中でも下記一般式（１）の構造
で示される化合物を用いた場合、感度、残留電位等の電気的特性が良好に持続される。
【００５０】
【化４】

（式中、Ｒ1は水素原子、ハロゲン原子、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有
してもよいアラルキル基、置換基を有してもよいアリール基、シアノ基、ニトロ基、アル
コキシ基、－ＣＯＯＲ7（Ｒ7は水素原子、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有
してもよいアラルキル基又は置換基を有してもよいアリール基）、ハロゲン化カルボニル
基若しくはＣＯＮＲ8Ｒ9（Ｒ8及びＲ9は水素原子、ハロゲン原子、置換基を有してもよい
アルキル基、置換基を有してもよいアラルキル基又は置換基を有してもよいアリール基を
示し、互いに同一であっても異なっていてもよい）を表わし、Ａｒ1、Ａｒ2は置換もしく
は未置換のアリーレン基を表わし、同一であっても異なってもよい。Ａｒ3、Ａｒ4は置換
もしくは未置換のアリール基を表わし、同一であっても異なってもよい。Ｘは単結合、置
換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のシクロアルキレン基、置換もし
くは無置換のアルキレンエーテル基、酸素原子、硫黄原子、ビニレン基を表わす。Ｚは置
換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のアルキレンエーテル２価基、ア
ルキレンオキシカルボニル２価基を表わす。ｍは０～３の整数を表わす。）
【００５１】
　以下に、一般式（１）の具体例を示す。
　前記一般式（１）において、Ｒ1の置換基中、アルキル基としては、例えばメチル基、
エチル基、プロピル基、ブチル基等、アリール基としては、フェニル基、ナフチル基等が
、アラルキル基としては、ベンジル基、フェネチル基、ナフチルメチル基が、アルコキシ
基としては、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基等がそれぞれ挙げられ、これらは、
ハロゲン原子、ニトロ基、シアノ基、メチル基、エチル基等のアルキル基、メトキシ基、
エトキシ基等のアルコキシ基、フェノキシ基等のアリールオキシ基、フェニル基、ナフチ
ル基等のアリール基、ベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基等により置換されてい
ても良い。
　Ｒ1の置換基のうち、特に好ましいものは水素原子、メチル基である。
【００５２】
　Ａｒ3、Ａｒ4は置換もしくは未置換のアリール基であり、本発明においては該アリール
基としては縮合多環式炭化水素基、非縮合環式炭化水素基及び複素環基が含まれる。
　該縮合多環式炭化水素基としては、好ましくは環を形成する炭素数が１８個以下のもの
、例えば、ペンタニル基、インデニル基、ナフチル基、アズレニル基、ヘプタレニル基、
ビフェニレニル基、ａｓ－インダセニル基、ｓ－インダセニル基、フルオレニル基、アセ
ナフチレニル基、プレイアデニル基、アセナフテニル基、フェナレニル基、フェナントリ
ル基、アントリル基、フルオランテニル基、アセフェナントリレニル基、アセアントリレ
ニル基、トリフェニレル基、ピレニル基、クリセニル基、及びナフタセニル基等が挙げら
れる。
【００５３】
　該非縮合環式炭化水素基としては、ベンゼン、ジフェニルエーテル、ポリエチレンジフ
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ェニルエーテル、ジフェニルチオエーテル及びジフェニルスルホン等の単環式炭化水素化
合物の１価基、あるいはビフェニル、ポリフェニル、ジフェニルアルカン、ジフェニルア
ルケン、ジフェニルアルキン、トリフェニルメタン、ジスチリルベンゼン、１，１－ジフ
ェニルシクロアルカン、ポリフェニルアルカン、及びポリフェニルアルケン等の非縮合多
環式炭化水素化合物の１価基、あるいは９，９－ジフェニルフルオレン等の環集合炭化水
素化合物の１価基が挙げられる。
　複素環基としては、カルバゾール、ジベンゾフラン、ジベンゾチオフェン、オキサジア
ゾール、及びチアジアゾール等の１価基が挙げられる。
【００５４】
　また、前記Ａｒ3、Ａｒ4で表わされるアリール基は例えば以下に示すような置換基を有
してもよい。
（１）ハロゲン原子、シアノ基、ニトロ基等。
（２）アルキル基、好ましくは、Ｃ1～Ｃ12とりわけＣ1～Ｃ8、さらに好ましくはＣ1～Ｃ

4の直鎖または分岐鎖のアルキル基であり、これらのアルキル基にはさらにフッ素原子、
水酸基、シアノ基、Ｃ1～Ｃ4のアルコキシ基、フェニル基又はハロゲン原子、Ｃ1～Ｃ4の
アルキル基もしくはＣ1～Ｃ4のアルコキシ基で置換されたフェニル基を有していてもよい
。具体的にはメチル基、エチル基、ｎ－ブチル基、ｉ－プロピル基、ｔ－ブチル基、ｓ－
ブチル基、ｎ－プロピル基、トリフルオロメチル基、２－ヒドロキシエチル基、２－エト
キシエチル基、２－シアノエチル基、２－メトキシエチル基、ベンジル基、４－クロロベ
ンジル基、４－メチルベンジル基、４－フェニルベンジル基等が挙げられる。
【００５５】
（３）アルコキシ基（－ＯＲ2）であり、Ｒ2は（２）で定義したアルキル基を表わす。具
体的には、メトキシ基、エトキシ基、ｎ－プロポキシ基、ｉ－プロポキシ基、ｔ－ブトキ
シ基、ｎ－ブトキシ基、ｓ－ブトキシ基、ｉ－ブトキシ基、２－ヒドロキシエトキシ基、
ベンジルオキシ基、トリフルオロメトキシ基等が挙げられる。
（４）アリールオキシ基であり、アリール基としてはフェニル基、ナフチル基が挙げられ
る。これは、Ｃ1～Ｃ4のアルコキシ基、Ｃ1～Ｃ4のアルキル基またはハロゲン原子を置換
基として含有してもよい。具体的には、フェノキシ基、１－ナフチルオキシ基、２－ナフ
チルオキシ基、４－メトキシフェノキシ基、４－メチルフェノキシ基等が挙げられる。
（５）アルキルメルカプト基またはアリールメルカプト基であり、具体的にはメチルチオ
基、エチルチオ基、フェニルチオ基、ｐ－メチルフェニルチオ基等が挙げられる。
【００５６】
（６）
【化５】

（式中、Ｒ3及びＲ4は各々独立に水素原子、前記（２）で定義したアルキル基、またはア
リール基を表わす。アリール基としては、例えばフェニル基、ビフェニル基又はナフチル
基が挙げられ、これらはＣ1～Ｃ4のアルコキシ基、Ｃ1～Ｃ4のアルキル基またはハロゲン
原子を置換基として含有してもよい。Ｒ3及びＲ4は共同で環を形成してもよい。）
　具体的には、アミノ基、ジエチルアミノ基、Ｎ－メチル－Ｎ－フェニルアミノ基、Ｎ，
Ｎ－ジフェニルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジ（トリール）アミノ基、ジベンジルアミノ基、ピペ
リジノ基、モルホリノ基、ピロリジノ基等が挙げられる。
【００５７】
（７）メチレンジオキシ基、又はメチレンジチオ基等のアルキレンジオキシ基又はアルキ
レンジチオ基等が挙げられる。
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（８）置換又は無置換のスチリル基、置換又は無置換のβ－フェニルスチリル基、ジフェ
ニルアミノフェニル基、ジトリルアミノフェニル基等。
【００５８】
　前記Ａｒ1、Ａｒ2で表わされるアリーレン基としては、前記Ａｒ3、Ａｒ4で表されるア
リール基から誘導される２価基である。
　前記Ｘは単結合、置換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のシクロア
ルキレン基、置換もしくは無置換のアルキレンエーテル基、酸素原子、硫黄原子、ビニレ
ン基を表わす。ただし、上記ｍが０の場合はＸは単結合でない方が好ましい。
【００５９】
　置換もしくは無置換のアルキレン基としては、Ｃ1～Ｃ12、好ましくはＣ1～Ｃ8、さら
に好ましくはＣ1～Ｃ4の直鎖または分岐鎖のアルキレン基であり、これらのアルキレン基
にはさらにフッ素原子、水酸基、シアノ基、Ｃ1～Ｃ4のアルコキシ基、フェニル基又はハ
ロゲン原子、Ｃ1～Ｃ4のアルキル基もしくはＣ1～Ｃ4のアルコキシ基で置換されたフェニ
ル基を有していてもよい。具体的にはメチレン基、エチレン基、ｎ－ブチレン基、ｉ－プ
ロピレン基、ｔ－ブチレン基、ｓ－ブチレン基、ｎ－プロピレン基、トリフルオロメチレ
ン基、２－ヒドロキエチレン基、２－エトキシエチレン基、２－シアノエチレン基、２－
メトキシエチレン基、ベンジリデン基、フェニルエチレン基、４－クロロフェニルエチレ
ン基、４－メチルフェニルエチレン基、４－ビフェニルエチレン基等が挙げられる。置換
もしくは無置換のシクロアルキレン基としては、Ｃ5～Ｃ7の環状アルキレン基であり、こ
れらの環状アルキレン基にはフッ素原子、水酸基、Ｃ1～Ｃ4のアルキル基、Ｃ1～Ｃ4のア
ルコキシ基を有していても良い。具体的にはシクロヘキシリデン基、へキシレン基、３，
３－ジメチルシクロヘキシリデン基等が挙げられる。
【００６０】
　置換もしくは無置換のアルキレンエーテル基としては、エチレンオキシ、プロピレンオ
キシ、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、テトラエチ
レングリコール、トリプロピレングリコールを表わし、アルキレンエーテル基アルキレン
基はヒドロキシル基、メチル基、エチル基等の置換基を有してもよい。
【００６１】
　ビニレン基は、
【化６】

で表わされ、Ｒ5は水素、アルキル基（前記（２）で定義されるアルキル基と同じ）、ア
リール基（前記Ａｒ3、Ａｒ4で表わされるアリール基と同じ）、ａは１または２、ｂは１
～３を表わす。
【００６２】
　前記Ｚは置換もしくは未置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のアルキレンエーテ
ル２価基、アルキレンオキシカルボニル２価基を表わす。
　置換もしくは未置換のアルキレン基としは、前記Ｘのアルキレン基と同様なものが挙げ
られる。
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　置換もしくは無置換のアルキレンエーテル２価基としては、前記Ｘのアルキレンエーテ
ル基の２価基が挙げられる。
　アルキレンオキシカルボニル２価基としては、カプロラクトン変性２価基が挙げられる
。
【００６３】
　本発明に用いられる１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物は、保護層
の電荷輸送性能を付与するために重要で、この成分は保護層に対し２０～８０重量％、好
ましくは３０～７０重量％である。この成分が２０重量％未満では保護層の電荷輸送性能
が充分に保てず、繰り返しの使用で感度低下、残留電位上昇などの電気特性の劣化が現れ
る。また、８０重量％を超えると電荷輸送構造を有しない３官能モノマーの含有量が低下
し、架橋結合密度の低下を招き高い耐摩耗性が発揮されない。使用されるプロセスによっ
て要求される電気特性や耐摩耗性が異なり、それに伴い本感光体の保護層の膜厚も異なる
ため一概には言えないが、両特性のバランスを考慮すると３０～７０重量％の範囲が最も
好ましい。
【００６４】
　本発明の１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物の具体例を以下に示す
が、これらの構造の化合物に限定されるものではない。
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【化７】

【発明の効果】
【００６５】
　以上説明したように本発明の電子写真感光体、電子写真用プロセスカートリッジおよび
画像形成装置は長期または大量プリントを行う際に発生する感光体表面の摩擦係数上昇を
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防止し、加えて、感光体の低表面摩擦係数持続性と低摩耗性を両立しかつ耐摩耗性に優れ
る高耐久なものである。これにより、トナーのクリーニング不良を未然に防止し、且つ感
光体の交換回数を抑制できる実用的価値に優れたものである。また、本装置は感光体への
潤滑剤外部供給手段を設ける必要がないため、トナーのリサイクル化も容易とする環境調
和型の画像形成装置である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００６６】
　以下、図面に沿って本発明で用いられる画像形成装置を説明する。
　図１は、本発明の画像形成装置を説明するための概略図であり、後述するような変形例
も本発明の範疇に属するものである。
　図１において、感光体１１は、本発明に係る架橋型樹脂保護層を積層する電子写真感光
体である。感光体１１はドラム状の形状を示しているが、シート状、エンドレスベルト状
のものであっても良い。
【００６７】
　帯電手段１２は、コロトロン、スコロトロン、固体帯電器（ソリッド・ステート・チャ
ージャー）、帯電ローラーを始めとする公知の手段が用いられる。帯電手段は、消費電力
の低減の観点から、感光体に対し接触もしくは近接配置したものが良好に用いられる。中
でも、帯電手段への汚染を防止するため、感光体と帯電手段表面の間に適度な空隙を有す
る感光体近傍に近接配置された帯電機構が望ましい。転写手段１６には、一般に上記の帯
電器を使用できるが、転写チャージャーと分離チャージャーを併用したものが効果的であ
る。
【００６８】
　露光手段１３、除電手段１Ａ等に用いられる光源には、蛍光灯、タングステンランプ、
ハロゲンランプ、水銀灯、ナトリウム灯、発光ダイオード（ＬＥＤ）、半導体レーザー（
ＬＤ）、エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）などの発光物全般を挙げることができる。そ
して、所望の波長域の光のみを照射するために、シャープカットフィルター、バンドパス
フィルター、近赤外カットフィルター、ダイクロイックフィルター、干渉フィルター、色
温度変換フィルターなどの各種フィルターを用いることもできる。
【００６９】
　現像手段１４により感光体上に現像されたトナー１５は、印刷用紙やＯＨＰ用スライド
などの印刷メディア１８に転写されるが、全部が転写されるわけではなく、感光体上に残
存するトナーも生ずる。このようなトナーは、クリーニング手段１７により、感光体より
除去される。クリーニング手段は、ゴム製のクリーニングブレードやファーブラシ、マグ
ファーブラシ等のブラシ等を用いることができる。
【００７０】
　電子写真感光体に正(負)帯電を施し、画像露光を行うと、感光体表面上には正(負)の静
電潜像が形成される。これを負(正)極性のトナー（検電微粒子）で現像すれば、ポジ画像
が得られるし、また正(負)極性のトナーで現像すれば、ネガ画像が得られる。かかる現像
手段には、公知の方法が適用され、また、除電手段にも公知の方法が用いられる。
【００７１】
　図２には、本発明による電子写真プロセスの別の例を示す。
　図２において、感光体１１は、本発明に係る架橋型樹脂保護層を積層する電子写真感光
体である。感光体１１はベルト状の形状を示しているが、ドラム状、シート状、エンドレ
スベルト状のものであっても良い。感光体１１は駆動手段１Ｃにより駆動され、帯電手段
１２による帯電、露光手段１３による像露光、現像（図示せず）、転写手段１６による転
写、クリーニング前露光手段によるクリーニング前露光、クリーニング手段１７によるク
リーニング、除電手段１Ａによる除電が繰返し行なわれる。図２においては、感光体(こ
の場合は支持体が透光性である)の支持体側よりクリーニング前露光の光照射が行なわれ
る。
【００７２】
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　以上の電子写真プロセスは、本発明における実施形態を例示するものであって、もちろ
ん他の実施形態も可能である。例えば、図２において支持体側よりクリーニング前露光を
行っているが、これは感光層側から行ってもよいし、また、像露光、除電光の照射を支持
体側から行ってもよい。一方、光照射工程は、像露光、クリーニング前露光、除電露光が
図示されているが、他に転写前露光、像露光のプレ露光、およびその他公知の光照射工程
を設けて、感光体に光照射を行うこともできる。
【００７３】
　また、以上に示すような画像形成手段は、複写機、ファクシミリ、プリンタ内に固定し
て組み込まれていてもよいが、プロセスカートリッジの形でそれら装置内に組み込まれて
もよい。プロセスカートリッジの形状は多く挙げられるが、一般的な例として、図３に示
すものが挙げられる。感光体１１はドラム状の形状を示しているが、シート状、エンドレ
スベルト状のものであっても良い。
【００７４】
　図４には本発明による画像形成装置の別の例を示す。この画像形成装置では、感光体（
１１）の周囲に帯電手段（１２）、露光手段（１３）、ブラック（Ｂｋ）、シアン（Ｃ）
、マゼンタ（Ｍ）、およびイエロー（Ｙ）の各色トナー毎の現像手段（１４Ｂｋ，１４Ｃ
，１４Ｍ，１４Ｙ）、中間転写体である中間転写ベルト（１Ｆ）、クリーニング手段（１
７）が順に配置されている。ここで、図中に示すＢｋ、Ｃ、Ｍ、Ｙの添字は上記のトナー
の色に対応し、必要に応じて添字を付けたり適宜省略する。感光体１１は、本発明に係る
架橋型樹脂保護層を積層する電子写真感光体である。各色の現像手段１４Ｂｋ，１４Ｃ，
１４Ｍ，１４Ｙは各々独立に制御可能となっており、画像形成を行う色の現像手段のみが
駆動される。感光体１１上に形成されたトナー像は中間転写ベルト１Ｆの内側に配置され
た第１の転写手段（１Ｄ）により、中間転写ベルト（１Ｆ）上に転写される。第１の転写
手段１Ｄは感光体１１に対して接離可能に配置されており、転写動作時のみ中間転写ベル
ト１Ｆを感光体１１に当接させる。各色の画像形成を順次行い、中間転写ベルト１Ｆ上で
重ね合わされたトナー像は第２の転写手段１Ｅにより、印刷メディア１８に一括転写され
た後、定着手段１９により定着されて画像が形成される。第２の転写手段１Ｅも中間転写
ベルト１Ｆに対して接離可能に配置され、転写動作時のみ中間転写ベルト１Ｆに当接する
。
【００７５】
　転写ドラム方式の画像形成装置では、転写ドラムに静電吸着させた転写材に各色のトナ
ー像を順次転写するため、厚紙にはプリントできないという転写材の制限があるのに対し
、図４に示すような中間転写方式の画像形成装置では中間転写体１Ｆ上で各色のトナー像
を重ね合わせるため、転写材の制限を受けないという特長がある。このような中間転写方
式は図４に示す装置に限らず前述の図１、図２、図３および後述する図５（具体例を図６
に記す。）に記す画像形成装置に適用することができる。
【００７６】
　図５には本発明による画像形成装置の別の例を示す。この画像形成装置は、トナーとし
てイエロー(Ｙ)、マゼンタ(Ｍ)、シアン(Ｃ)、ブラック(Ｂｋ)の４色を用いるタイプとさ
れ、各色毎に画像形成部が配設されている。また、各色毎の感光体（１１Ｙ，１１Ｍ，１
１Ｃ，１１Ｂｋ）が設けられている。この画像形成装置に用いられる感光体１１は、本発
明に係る架橋型樹脂保護層を積層する電子写真感光体である。各感光体１１Ｙ，１１Ｍ，
１１Ｃ，１１Ｂｋの周りには、帯電手段１２、露光手段１３、現像手段１４、クリーニン
グ手段１７等が配設されている。また、直線上に配設された各感光体１１Ｙ，１１Ｍ，１
１Ｃ，１１Ｂｋの各転写位置に接離する転写材担持体としての搬送転写ベルト１Ｇが駆動
手段１Ｃにて掛け渡されている。この搬送転写ベルト１Ｇを挟んで各感光体１Ｙ，１Ｍ，
１Ｃ，１Ｂｋに対向する転写位置には転写手段１６が配設されている。
【００７７】
　図５の形態のようなタンデム方式の画像形成装置は、各色毎に感光体１Ｙ，１Ｍ，１Ｃ
，１Ｂｋを持ち、各色のトナー像を搬送転写ベルト１Ｇに保持された印刷メディア１８に
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順次転写するため、感光体を一つしか持たないフルカラー画像形成装置に比べ、はるかに
高速のフルカラー画像の出力が可能となる。
【００７８】
　続いて、本発明に用いられる電子写真感光体について、図面を用いて詳しく説明するが
、本発明における電子写真感光体の構造は以下に限定されるものではない。
　図７は、本発明に用いられる電子写真感光体の構成例を示す断面図であり、導電性支持
体（２１）上に、電荷ブロッキング層（２２）、下引き層（２４）、電荷発生材料を主成
分とする電荷発生層（２５）、電荷輸送材料を主成分とする電荷輸送層（２６）、及び、
本発明に係る保護層（２８）が順に積層された構成をとっている。しかしながら、電荷ブ
ロッキング層、下引き層は必ずしも必要ではない。また、電荷発生層と電荷輸送層は必ず
しも各々独立して形成する必要はなく、感光層として形成することもできる。
【００７９】
　導電性支持体２１としては、体積抵抗１０10Ω・ｃｍ以下の導電性を示すもの、例えば
アルミニウム、ニッケル、クロム、ニクロム、銅、銀、金、白金、鉄などの金属、酸化ス
ズ、酸化インジウムなどの酸化物を、蒸着又はスパッタリングによりフィルム状又は円筒
状のプラスチック、紙などに被覆したもの、或いはアルミニウム、アルミニウム合金、ニ
ッケル、ステンレスなどの板、及び、それらを、Ｄｒａｗｉｎｇ Ｉｒｏｎｉｎｇ法、Ｉ
ｍｐａｃｔ Ｉｒｏｎｉｎｇ法、Ｅｘｔｒｕｄｅｄ Ｉｒｏｎｉｎｇ法、Ｅｘｔｒｕｄｅｄ
 Ｄｒａｗｉｎｇ法、切削法等の工法により素管化後、切削、超仕上げ、研磨などにより
表面処理した管などを使用することが出来る。
【００８０】
　先に、導電性支持体からの電荷注入の抑制を主目的とする電荷ブロッキング層２２につ
いて述べる。
　電荷ブロッキング層は、感光体帯電時に電極（導電性支持体）に誘起される逆極性の電
荷が、支持体から感光層に注入するのを防止する機能を有する層で、主に地汚れを抑制さ
せることを目的とした層である。負帯電の場合には正孔注入防止、正帯電の場合には電子
注入防止の機能を有する。また、素管の欠陥に対する隠蔽性を高める効果も有しており、
地汚れ抑制効果を高めるものである。したがって、これらの目的を達成するためには電荷
の移動を抑えることが要求されることから、無機顔料を含有させずに絶縁性の高い樹脂の
みで構成されることが好ましい。
【００８１】
　電荷ブロッキング層としては、酸化アルミ層に代表される陽極酸化被膜、ＳｉＯに代表
される無機系の絶縁層、特開平３－１９１３６１号公報に記載されるような金属酸化物の
ガラス質ネットワークから形成される層、特開平３－１４１３６３号公報に記載されるよ
うなポリフォスファゼンからなる層、特開平３－１０１７３７号公報に記載されるような
アミノシラン反応生成物からなる層、この他には絶縁性の結着剤樹脂からなる層、硬化性
の結着剤樹脂からなる層等が挙げられる。中でも湿式塗工法で形成可能な絶縁性の結着樹
脂あるいは硬化性の結着樹脂から構成される層が良好に使用できる。電荷ブロッキング層
は、その上に下引き層や感光層を積層するものであるから、これらを湿式塗工法で設ける
場合には、これらの塗工溶媒により塗膜が侵されない材料あるいは構成からなることが肝
要である。
【００８２】
　使用できる結着剤樹脂としては、ポリアミド、ポリエステル、塩化ビニル－酢酸ビニル
共重合体等の熱可塑性樹脂や熱硬化性樹脂例えば、活性水素（－ＯＨ基、－ＮＨ2基、－
ＮＨ基等の水素）を複数個含有する化合物とイソシアネート基を複数個含有する化合物及
び／又はエポキシ基を複数個含有する化合物とを熱重合させた熱硬化性樹脂等も使用でき
る。この場合活性水素を複数個含有する化合物としては、例えばポリビニルブチラール、
フェノキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリアミド、ポリエステル、ポリエチレングリコール
、ポリプロピレングリコール、ポリブチレングリコール、ヒドロキシエチルメタアクリレ
ート基等の活性水素を含有するアクリル系樹脂等があげられる。イソシアネート基を複数
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個含有する化合物としては、たとえば、トリレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイ
ソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート等とこれらのプレポリマー等があげら
れ、エポキシ基を複数有する化合物としては、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂等があげ
られる。
【００８３】
　また、オイルフリーアルキド樹脂とアミノ樹脂例えば、ブチル化メラミン樹脂等を熱重
合させた熱硬化性樹脂、さらにまた、不飽和結合を有するポリウレタン、不飽和ポリエス
テル等の不飽和結合を有する樹脂と、チオキサントン系化合物、メチルベンジルフォルメ
ート等の光重合開始剤との組合せ等の光硬化性樹脂もバインダー樹脂として使用できる。
このような、アルコール可溶性樹脂や熱硬化性樹脂は、絶縁性が高い上に、上層に塗工さ
れる液にはケトン系溶剤が多く用いられているために、塗工時に膜が溶出することもなく
、均一な膜が維持されるため、地汚れ抑制効果の安定性並びに均一性に優れる。
【００８４】
　本発明においては、これらの樹脂の中でもポリアミドが好ましく、その中でもＮ－メト
キシメチル化ナイロンが最も好ましい。ポリアミド樹脂は、電荷の注入を抑制する効果が
高い上に残留電位に与える影響が少ない。また、これらのポリアミド樹脂は、アルコール
可溶性の樹脂であって、これ以外の溶媒には不溶性を示し、また浸積塗工においても均一
な薄膜を形成することができ、塗工性に優れている。特に、この中間層は残留電位上昇の
影響を最小限にするために薄膜にする必要がある上、膜厚の均一性が要求されるため、塗
工性は画質安定性において重要な意味を持っている。
【００８５】
　一般にアルコール可溶性樹脂は湿度依存性が大きく、それにより低湿環境下では抵抗が
高くなり残留電位上昇が、高湿環境下では抵抗が低くなり、帯電低下が引き起こされ、環
境依存性が大きいことが大きな課題であった。しかし、ポリアミド樹脂の中でもＮ－メト
キシメチル化ナイロンは、高い絶縁性を示し、導電性支持体から注入される電荷のブロッ
キング性に非常に優れている上、残留電位に与える影響が少なく、さらに環境依存性が大
幅に低減され、画像形成装置の使用環境が変化しても常に安定した画質を維持することが
可能であるため、この上に下引き層を積層した場合に最も好適に用いられる。加えて、Ｎ
－メトキシメチル化ナイロンを用いた場合には残留電位の膜厚依存性が小さく、そのため
残留電位への影響を低減し、かつ高い地汚れ抑制効果を得ることが可能となる。
【００８６】
　Ｎ－メトキシメチル化ナイロンにおけるメトキシメチル基の置換率は、特に限定される
ものではないが、１５ｍｏｌ％以上であることが好ましい。Ｎ－メトキシメチル化ナイロ
ンを用いたことによる上記効果は、メトキシメチル化度によって影響され、メトキシメチ
ル基の置換率がこれより低い場合には、湿度依存性が増加したり、アルコール溶液とした
場合に白濁したりする傾向が見られ、塗工液の経時安定性がやや低下する場合がある。
【００８７】
　本発明においては、Ｎ－メトキシメチル化ナイロンを単独で使用することも可能である
が、場合によっては架橋剤や酸触媒を添加することも可能である。架橋剤としては従来公
知のメラミン樹脂、イソシアネート樹脂等市販されている材料を、触媒としては、酸性触
媒が用いられ、酒石酸等の汎用触媒を用いることが可能である。但し、酸触媒の添加によ
って中間層の絶縁性が低下し、地汚れ抑制効果が低減される恐れがあるため、添加量はご
く微量にする必要がある。樹脂に対して５ｗｔ％以下が好ましい。また、場合によっては
他のバインダー樹脂を混合させることも可能である。混合可能なバインダー樹脂としては
、アルコール可溶性を示すポリアミド樹脂が用いられ、液の経時安定性が高まる場合があ
る。
【００８８】
　また、導電性高分子や、帯電極性に合わせてアクセプター（ドナー）性の樹脂あるいは
低分子化合物、その他各種添加剤を加えることも可能であり、残留電位の低減に対し有効
となる場合がある。但し、上層を浸漬塗工によって積層させる場合には、それらの添加剤
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が溶け出す恐れがあるため、添加量は最小限に留める必要がある。
【００８９】
　また、電荷ブロッキング層の膜厚は０．１μｍ以上２．０μｍ未満、好ましくは０．３
μｍ以上２．０μｍ以下程度が適当である。電荷ブロッキング層が厚くなると、帯電と露
光の繰返しによって、特に低温低湿で残留電位の上昇が著しく、また、膜厚が薄すぎると
ブロッキング性の効果が小さくなる、また電荷ブロッキング層には、必要に応じて硬化（
架橋）に必要な薬剤、溶剤、添加剤、硬化促進材等を加えて、常法により、ブレード塗工
、浸漬塗工法、スプレーコート、ビートコート、ノズルコート法などにより基体上に形成
される。塗布後は乾燥や加熱、光等の硬化処理により乾燥あるいは硬化させる。
【００９０】
　次に下引き層２４について説明する。下引き層は、接着性の向上、モワレの防止、上層
の塗工性の改良、残留電位の低減、導電性支持体からの電荷注入の防止などの目的で設け
られる。
　下引き層は一般に樹脂を主成分とするが、これらの樹脂はその上に溶剤を用いて感光層
を塗布することを考慮すると、一般の有機溶剤に対して耐溶解性の高い樹脂であることが
望ましく、このような樹脂としては、ポリビニルアルコール、カゼイン、ポリアクリル酸
ナトリウムなどの水溶性樹脂、共重合ナイロン、メトキシメチル化ナイロンなどのアルコ
ール可溶性樹脂、ポリウレタン、メラミン樹脂、アルキッド－メラミン樹脂、エポキシ樹
脂など三次元網目構造を形成する硬化型樹脂などが挙げられる。
【００９１】
　また、下引き層には、酸化チタン、シリカ、アルミナ、酸化ジルコニウム、酸化スズ、
酸化インジウムなどの金属酸化物、或いは金属硫化物、金属窒化物などの微粉末を加えて
もよい。
　これらの下引き層は、後述の感光層と同様、適当な溶媒及び塗工法を用いて形成するこ
とが出来る。
　更に下引き層としては、シランカップリング剤、チタンカップリング剤、クロムカップ
リング剤などを使用して、例えばゾル－ゲル法などにより形成した金属酸化物層も有用で
ある。
　この他に、アルミナを陽極酸化により設けたもの、ポリパラキシリレン（パリレン）な
どの有機物、酸化ケイ素、酸化スズ、酸化チタン、ＩＴＯ、セリアなどの無機物を真空薄
膜作製法にて設けたものも下引き層として良好に使用できる。
　下引き層の膜厚は０．１～５μｍが適当である。
【００９２】
　また、本発明においては、感光体保護層のガスバリアー性向上、及び耐環境性改善のた
め、各層に酸化防止剤、可塑剤、紫外線吸収剤、低分子電荷輸送物質及びレベリング剤を
添加することが出来る。
　これらの化合物の代表的な材料を以下に記す。
　各層に添加できる酸化防止剤として、例えば次の（ａ）～（ｄ）のものが挙げられるが
これらに限定されるものではない。
【００９３】
（ａ）フェノール系酸化防止剤
　２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、２，４，６－トリ－ｔ－ブチルフェノール
、ｎ－オクタデシル－３－（４′－ヒドロキシ－３′，５′－ジ－ｔ－ブチルフェノール
）プロピオネート、スチレン化フェノール、４－ヒドロキシメチル－２，６－ジ－ｔ－ブ
チルフェノール、２，５－ジ－ｔ－ブチルハイドロキノン、シクロヘキシルフェノール、
ブチルヒドロキシアニソール、２，２′－メチレン－ビス（４－エチル－６－ｔ－ブチル
フェノール）、４，４′－ｉ－プロピリデンビスフェノール、１，１－ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）シクロヘキサン、４，４′－メチレン－ビス（２，６－ジ－ｔ－ブチルフ
ェノール）、２，６－ビス（２′－ヒドロキシ－３′－ｔ－ブチル－５′－メチルベンジ
ル）－４－メチルフェノール、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－
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ｔ－ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－トリスメチル－２，４，６－トリス（３，５
－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、テトラキス[メチレン－３－（
３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート]メタン、トリス（
３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）イソシアネート、トリス[β－（３
，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニル－オキシエチル]イソシ
アネート、４，４′－チオビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２′－
チオビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４′－チオビス（４－メチル
－６－ｔ－ブチルフェノール）
【００９４】
（ｂ）アミン系酸化防止剤
　フェニル－α－ナフチルアミン、フェニル－β－ナフチルアミン、Ｎ，Ｎ′－ジフェニ
ル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ′－ジ－β－ナフチル－ｐ－フェニレンジアミン、
Ｎ－シクロヘキシル－Ｎ′－フェニル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ－フェニレン－Ｎ′
－ｉ－プロピル－ｐ－フェニレンジアミン、アルドール－α－ナフチルアミン、６－エト
キシ－２，２，４－トリメチル－１，２－ジハイドロキノリン
【００９５】
（ｃ）硫黄系酸化防止剤
　チオビス（β－ナフトール）、チオビス（Ｎ－フェニル－β－ナフチルアミン）、２－
メルカプトベンゾチアゾール、２－メルカプトベンズイミダゾール、ドデシルメルカプタ
ン、テトラメチルチウラムモノサルファイド、テトラメチルチウラムジサルファイド、ニ
ッケルジブチルチオカルバメート、イソプロピルキサンテート、ジラウリルチオジプロピ
オネート、ジステアリルチオジプロピオネート
【００９６】
（ｄ）リン系酸化防止剤
　トリフェニルホスファイト、ジフェニルデシルホスファイト、フェニルイソデシルホス
ファイト、トリ（ノニルフェニル）ホスファイト、４，４′－ブチリデン－ビス（３－メ
チル－６－ｔ－ブチルフェニル－ジトリデシルホスファイト）、ジステアリル－ペンタエ
リスリトールジホスファイト、トリラウリルトリチオホスファイト
【００９７】
　各層に添加できる可塑剤として、例えば次の（ａ）～（ｍ）のものが挙げられるがこれ
らに限定されるものではない。
（ａ）リン酸エステル系可塑剤
　リン酸トリフェニル、リン酸トリクレジル、リン酸トリオクチル、リン酸オクチルジフ
ェニル、リン酸トリクロルエチル、リン酸クレジルジフェニル、リン酸トリブチル、リン
酸トリ－２－エチルヘキシル、リン酸トリフェニルなど。
（ｂ）フタル酸エステル系可塑剤
　フタル酸ジメチル、フタル酸ジエチル、フタル酸ジイソブチル、フタル酸ジブチル、フ
タル酸ジヘプチル、フタル酸ジ－２－エチルヘキシル、フタル酸ジイソオクチル、フタル
酸ジ－ｎ－オクチル、フタル酸ジノニル、フタル酸ジイソノニル、フタル酸ジイソデシル
、フタル酸ジウンデシル、フタル酸ジトリデシル、フタル酸ジシクロヘキシル、フタル酸
ブチルベンジル、フタル酸ブチルラウリル、フタル酸メチルオレイル、フタル酸オクチル
デシル、フマル酸ジブチル、フマル酸ジオクチルなど。
【００９８】
（ｃ）芳香族カルボン酸エステル系可塑剤
　トリメリット酸トリオクチル、トリメリット酸トリ－ｎ－オクチル、オキシ安息香酸オ
クチルなど。
（ｄ）脂肪族二塩基酸エステル系可塑剤
　アジピン酸ジブチル、アジピン酸ジ－ｎ－ヘキシル、アジピン酸ジ－２－エチルヘキシ
ル、アジピン酸ジ－ｎ－オクチル、アジピン酸－ｎ－オクチル－ｎ－デシル、アジピン酸
ジイソデシル、アジピン酸ジカプリル、アゼライン酸ジ－２－エチルヘキシル、セバシン
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酸ジメチル、セバシン酸ジエチル、セバシン酸ジブチル、セバシン酸ジ－ｎ－オクチル、
セバシン酸ジ－２－エチルヘキシル、セバシン酸ジ－２－エトキシエチル、コハク酸ジオ
クチル、コハク酸ジイソデシル、テトラヒドロフタル酸ジオクチル、テトラヒドロフタル
酸ジ－ｎ－オクチルなど。
【００９９】
（ｅ）脂肪酸エステル誘導体
　オレイン酸ブチル、グリセリンモノオレイン酸エステル、アセチルリシノール酸メチル
、ペンタエリスリトールエステル、ジペンタエリスリトールヘキサエステル、トリアセチ
ン、トリブチリンなど。
（ｆ）オキシ酸エステル系可塑剤
　アセチルリシノール酸メチル、アセチルリシノール酸ブチル、ブチルフタリルブチルグ
リコレート、アセチルクエン酸トリブチルなど。
（ｇ）エポキシ可塑剤
　エポキシ化大豆油、エポキシ化アマニ油、エポキシステアリン酸ブチル、エポキシステ
アリン酸デシル、エポキシステアリン酸オクチル、エポキシステアリン酸ベンジル、エポ
キシヘキサヒドロフタル酸ジオクチル、エポキシヘキサヒドロフタル酸ジデシルなど。
【０１００】
（ｈ）二価アルコールエステル系可塑剤
　ジエチレングリコールジベンゾエート、トリエチレングリコールジ－２－エチルブチラ
ートなど。
（ｉ）含塩素可塑剤
　塩素化パラフィン、塩素化ジフェニル、塩素化脂肪酸メチル、メトキシ塩素化脂肪酸メ
チルなど。
（ｊ）ポリエステル系可塑剤
　ポリプロピレンアジペート、ポリプロピレンセバケート、ポリエステル、アセチル化ポ
リエステルなど。
【０１０１】
（ｋ）スルホン酸誘導体
　ｐ－トルエンスルホンアミド、ｏ－トルエンスルホンアミド、ｐ－トルエンスルホンエ
チルアミド、ｏ－トルエンスルホンエチルアミド、トルエンスルホン－Ｎ－エチルアミド
、ｐ－トルエンスルホン－Ｎ－シクロヘキシルアミドなど。
（ｌ）クエン酸誘導体
　クエン酸トリエチル、アセチルクエン酸トリエチル、クエン酸トリブチル、アセチルク
エン酸トリブチル、アセチルクエン酸トリ－２－エチルヘキシル、アセチルクエン酸－ｎ
－オクチルデシルなど。
（ｍ）その他
　ターフェニル、部分水添ターフェニル、ショウノウ、２－ニトロジフェニル、ジノニル
ナフタリン、アビエチン酸メチルなど。
【０１０２】
　各層に添加できる紫外線吸収剤として、例えば次の（ａ）～（ｆ）のものが挙げられる
がこれらに限定されるものではない。
（ａ）ベンゾフェノン系
　２－ヒドロキシベンゾフェノン、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２，２′，４
－トリヒドロキシベンゾフェノン、２，２′，４，４′－テトラヒドロキシベンゾフェノ
ン、２，２′－ジヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノンなど。
（ｂ）サルシレート系
　フェニルサルシレート、２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシベンゾエートなど。
【０１０３】
（ｃ）ベンゾトリアゾール系
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　（２′－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール、（２′－ヒドロキシ－５′－メチ
ルフェニル）ベンゾトリアゾール、（２′－ヒドロキシ－３′－ｔ－ブチル－５′－メチ
ルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾールなど。
（ｄ）シアノアクリレート系
　エチル－２－シアノ－３，３－ジフェニルアクリレート、メチル－２－カルボメトキシ
－３－（パラメトキシ）アクリレートなど。
【０１０４】
（ｅ）クエンチャー（金属錯塩系）
　ニッケル〔２，２′－チオビス（４－ｔ－オクチル）フェノレート〕ノルマルブチルア
ミン、ニッケルジブチルジチオカルバメート、コバルトジシクロヘキシルジチオホスフェ
ートなど。
（ｆ）ＨＡＬＳ（ヒンダードアミン）
　ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，
２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケート、１－［２－〔３－（３，５－
ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ〕エチル］－４－〔３－
（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ〕－２，２，
６，６－テトラメチルピリジン、８－ベンジル－７，７，９，９－テトラメチル－３－オ
クチル－１，３，８－トリアザスピロ〔４，５〕ウンデカン－２，４－ジオン、４－ベン
ゾイルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジンなど。
【０１０５】
　次に、電荷発生層２５について説明する。電荷発生層は、積層型感光層の一部を指し、
露光によって電荷を発生する機能をもつ。この層は含有される化合物のうち、電荷発生物
質を主成分とする。電荷発生層は必要に応じてバインダ－樹脂を用いることもある。電荷
発生物質としては、無機系材料と有機系材料を用いることができる。
　無機系材料としては、結晶セレン、アモルファス・セレン、セレン－テルル、セレン－
ルル－ハロゲン、セレン－ヒ素化合物や、アモルファス・シリコンなどが挙げられる。ア
モルファス・シリコンにおいては、ダングリングボンドを水素原子又はハロゲン原子でタ
ーミネートしたものや、ホウ素原子、リン原子などをドープしたものが好ましく用いられ
る。
【０１０６】
　一方、有機系材料としては、公知の材料を用いることが出来、例えば、チタニルフタロ
シアニン、クロロガリウムフタロシアニンなどの金属フタロシアニン、無金属フタロシア
ニン、アズレニウム塩顔料、スクエアリック酸メチン顔料、カルバゾール骨格を有する対
称型若しくは非対称型のアゾ顔料、トリフェニルアミン骨格を有する対称型若しくは非対
称型のアゾ顔料、フルオレノン骨格を有する対称型若しくは非対称型のアゾ顔料、ペリレ
ン系顔料、などが挙げられる。このうち、金属フタロシアニン、フルオレノン骨格を有す
る対称型若しくは非対称型のアゾ顔料、トリフェニルアミン骨格を有する対称型若しくは
非対称型のアゾ顔料およびペリレン系顔料は電荷発生の量子効率が軒並み高く、本発明に
用いる材料として好適である。これらの電荷発生物質は、単独でも２種以上の混合物とし
て用いてもよい。
【０１０７】
　電荷発生層に必要に応じて用いられるバインダー樹脂としては、ポリアミド、ポリウレ
タン、エポキシ樹脂、ポリケトン、ポリカーボネート、ポリアリレート、シリコーン樹脂
、アクリル樹脂、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルケトン、ポ
リスチレン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、ポリアクリルアミドなどが挙げられる。こ
のうちポリビニルブチラールが使用されることが多く、有用である。これらのバインダー
樹脂は、単独でも２種以上の混合物として用いてもよい。
　また、電荷発生層のバインダー樹脂として高分子電荷輸送物質を用いることが出来る。
更に、必要に応じて低分子電荷輸送物質を添加してもよい。
【０１０８】
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　電荷発生層に併用できる電荷輸送物質には電子輸送物質と正孔輸送物質とがあり、これ
らは更に低分子型の電荷輸送物質と高分子型の電荷輸送物質がある。
　以下、本発明では高分子型の電荷輸送物質を高分子電荷輸送物質と称する。
　電子輸送物質としては、例えばクロルアニル、ブロムアニル、テトラシアノエチレン、
テトラシアノキノジメタン、２，４，７－トリニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，
７－テトラニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロキサントン、２，
４，８－トリニトロチオキサントン、２，６，８－トリニトロ－４Ｈ－インデノ〔１，２
－ｂ〕チオフェン－４－オン、１，３，７－トリニトロジベンゾチオフェン－５，５－ジ
オキサイドなどの電子受容性物質が挙げられる。
　これらの電子輸送物質は、単独でも２種以上の混合物として用いてもよい。
【０１０９】
　正孔輸送物質としては、電子供与性物質が好ましく用いられる。
　その例としては、オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体
、トリフェニルアミン誘導体、９－（ｐ－ジエチルアミノスチリルアントラセン）、１，
１－ビス－（４－ジベンジルアミノフェニル）プロパン、スチリルアントラセン、スチリ
ルピラゾリン、フェニルヒドラゾン類、α－フェニルスチルベン誘導体、チアゾール誘導
体、トリアゾール誘導体、フェナジン誘導体、アクリジン誘導体、ベンゾフラン誘導体、
ベンズイミダゾール誘導体、チオフェン誘導体などが挙げられる。
　これらの正孔輸送物質は、単独でも２種以上の混合物として用いてもよい。
【０１１０】
　また、以下に表されるような高分子電荷輸送物質を用いることができる。たとえば、ポ
リ－Ｎ－ビニルカルバゾール等のカルバゾ－ル環を有する重合体、特開昭５７－７８４０
２号公報等に例示されるヒドラゾン構造を有する重合体、特開昭６３－２８５５５２号公
報等に例示されるポリシリレン重合体、特開平８－２６９１８３号公報、特開平９－１５
１２４８号公報、特開平９－７１６４２号公報、特開平９－１０４７４６号、特開平９－
３２８５３９号公報、特開平９－２７２７３５号公報、特開平９－２４１３６９号公報、
特開平１１－２９６３４号公報、特開平１１－５８３６号公報、特開平１１－７１４５３
号公報、特開平９－２２１５４４号公報、特開平９－２２７６６９号公報、特開平９－１
５７３７８号公報、特開平９－３０２０８４号公報、特開平９－３０２０８５号公報、特
開平９－２６８２２６号公報、特開平９－２３５３６７号公報、特開平９－８７３７６号
公報、特開平９－１１０９７６号公報、特開２０００－３８４４２号公報に例示される芳
香族ポリカーボネートが挙げられる。これらの高分子電荷輸送物質は、単独または２種以
上の混合物として用いることが出来る。
【０１１１】
　電荷発生層を形成する方法としては、大きく分けて真空薄膜作製法と溶液分散系からの
キャスティング法がある。
　前者の方法には、真空蒸着法、グロー放電分解法、イオンプレーティング法、スパッタ
リング法、反応性スパッタリング法、ＣＶＤ（化学気相成長）法などがあり、上述した無
機系材料や有機系材料からなる層が良好に形成できる。
　また、キャスティング法によって電荷発生層を設けるには、上述した無機系又は有機系
電荷発生物質を、必要ならばバインダー樹脂と共にテトラヒドロフラン、シクロヘキサノ
ン、ジオキサン、ジクロロエタン、ブタノンなどの溶媒を用いてボールミル、アトライタ
ー、サンドミルなどにより分散し、分散液を適度に希釈して塗布すればよい。このうちの
溶媒として、メチルエチルケトン、テトラヒドロフラン、シクロヘキサノンは、クロロベ
ンゼンやジクロロメタン、トルエンおよびキシレンと比較して環境負荷の程度が低いため
好ましい。塗布は、浸漬塗工法、スプレーコート法、ビードコート法などにより行うこと
が出来る。
　以上のようにして設けられる電荷発生層の膜厚は０．０１～５μｍ程度が適当であり、
好ましくは０．０５～２μｍである。
【０１１２】
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　次に、電荷輸送層２６について説明する。
　電荷輸送層は電荷発生層で生成した電荷を注入、輸送し、帯電によって設けられた感光
体の表面電荷を中和する機能を担う積層型感光層の一部を指す。電荷輸送層の主成分は電
荷輸送成分とこれを結着するバインダー成分と言うことができる。
　電荷輸送層は、電荷輸送成分とバインダー成分を主成分とする混合物ないし共重合体を
適当な溶剤に溶解ないし分散し、これを塗布、乾燥することにより形成出来る。塗工方法
としては浸漬法、スプレー塗工法、リングコート法、ロールコータ法、グラビア塗工法、
ノズルコート法、スクリーン印刷法等が採用される。
【０１１３】
　電荷輸送層の膜厚は、実用上、必要とされる感度と帯電能を確保する都合、１５～４０
μｍ程度が適当であり、好ましくは１５～３０μｍ程度、解像力が要求される場合、２５
μｍ以下が適当である。電荷輸送層の上層には、保護層が積層されているため、この構成
における電荷輸送層の膜厚は、実使用上の膜削れを考慮した電荷輸送層の厚膜化の設計が
不要であり、薄膜化も可能となる。
【０１１４】
　電荷輸送層塗工液を調製する際に使用できる分散溶媒としては、例えば、メチルエチル
ケトン、アセトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン等のケトン類、ジオキサ
ン、テトラヒドロフラン、エチルセロソルブなどのエーテル類、トルエン、キシレンなど
の芳香族類、クロロベンゼン、ジクロロメタンなどのハロゲン類、酢酸エチル、酢酸ブチ
ルなどのエステル類等を挙げることができる。このうち、メチルエチルケトン、テトラヒ
ドロフラン、シクロヘキサノンは、クロロベンゼンやジクロロメタン、トルエンおよびキ
シレンと比較して環境負荷の程度が低いため好ましい。これらの溶媒は単独としてまたは
混合して用いることができる。
【０１１５】
　電荷輸送層のバインダー成分として用いることのできる高分子化合物としては、例えば
、ポリスチレン、ポリエステル、ポリアリレート、ポリカーボネート、アクリル樹脂、シ
リコーン樹脂、フッ素樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、フェノール樹
脂、アルキド樹脂などの熱可塑性又は熱硬化性樹脂が挙げられる。このうち、ポリスチレ
ン、ポリエステル、ポリアリレート、ポリカーボネートは電荷輸送成分のバインダー成分
として用いる場合、電荷移動特性が良好な性能を示すものが多く、有用である。また、電
荷輸送層はこの上層に保護層が積層されるため、電荷輸送層は従来型の電荷輸送層に対す
る機械強度の必要性が要求されない。このため、ポリスチレンなど、透明性が高いものの
機械強度が多少低い材料で従来技術では適用が難しいとされた材料も、電荷輸送層のバイ
ンダー成分として有効に利用することができる。
【０１１６】
　これらの高分子化合物は単独又は２種以上の混合物として、或いはそれらの原料モノマ
ー２種以上からなる共重合体として、更には、電荷輸送物質と共重合化して用いることが
できる。
　但し、電荷輸送層の上に保護層等、一層以上の別の層を成膜する際、電荷輸送層とこの
上の層との界面を不明瞭にするために電荷輸送層のバインダー成分にはポリスチレン、ポ
リアリレート樹脂、ポリカーボネート、フェノール樹脂などの溶剤可溶性の樹脂を選択す
ることが望ましい。界面を不明瞭化することで、繰り返し使用または長期使用による上層
の膜剥離防止、また、電気的な界面障壁の緩和、更に、上層が保護層である場合、湿式コ
ートした際に、電荷輸送層に含有される電荷輸送物質の保護層中への拡散が促進される結
果、残留電位蓄積の抑制が図られる。
【０１１７】
　電荷輸送層の改質に際して、電気的に不活性な高分子化合物を用いる場合にはフルオン
等の嵩高い骨格をもつカルドポリマー型のポリエステル、ポリエチレンテレフタレートや
ポリエチレンナフタレートなどのポリエステル、Ｃ型ポリカーボネートのようなビスフェ
ノール型のポリカーボネートに対してフェノール成分の３，３'部位がアルキル置換され
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たポリカーボネート、ビスフェノールＡのジェミナルメチル基が炭素数２以上の長鎖のア
ルキル基で置換されたポリカーボネート、ビフェニルまたはビフェニルエーテル骨格をも
つポリカーボネート、ポリカプロラクトン、ポリカプロラクトンの様な長鎖アルキル骨格
を有するポリカーボネート（例えば、特開平７－２９２０９５号公報に記載）やアクリル
樹脂、ポリスチレン、水素化ブタジエンが有効である。
【０１１８】
　ここで電気的に不活性な高分子化合物とは、トリアリールアミン構造のような光導電性
を示す化学構造を含まない高分子化合物を指す。
　これらの樹脂を添加剤としてバインダー樹脂と併用する場合、光減衰感度の制約から、
その添加量は、電荷輸送層の全固形分に対して５０ｗｔ％以下とすることが好ましい。
【０１１９】
　電荷輸送物質に用いることのできる材料としては、上述の低分子型の電子輸送物質、正
孔輸送物質及び高分子電荷輸送物質が挙げられる。
　低分子型の電荷輸送物質を用いる場合、その使用量は４０～２００ｐｈｒ、好ましくは
７０～１００ｐｈｒ程度が適当である。また、高分子電荷輸送物質を用いる場合、電荷輸
送成分１００重量部に対して樹脂成分が０～２００重量部、好ましくは８０～１５０重量
部程度の割合で共重合された材料が好ましく用いられる。
　また電荷輸送層に２種以上の電荷輸送物質を含有させることも可能である。
【０１２０】
　特に保護層を設けた感光体はこれを設けないものと比較して感度特性上、不利となるケ
ースが多い。これを補償するため、電荷輸送層の電荷移動度は高く、低電界領域における
電荷移動度も十分に高くすることが好ましい。
【０１２１】
　高感度化を満足させるには電荷輸送成分の配合量を７０ｐｈｒ以上とすることが好まし
い。また、電荷輸送物質としてα－フェニルスチルベン化合物、ベンジジン化合物、ブタ
ジエン化合物の単量体、二量体およびこれらの構造を主鎖または側鎖に有する高分子電荷
輸送物質は電荷移動度の高い材料が多く有用である。
　また、必要により、電荷輸送層中に後述する酸化防止剤、可塑剤、滑剤、紫外線吸収剤
などの低分子化合物およびレベリング剤を添加することもできる。これらの化合物は単独
または２種以上の混合物として用いることができる。低分子化合物およびレベリング剤を
併用すると感度劣化を来すケースが多い。このため、これらの使用量は概して、０．１～
２０ｐｈｒ、好ましくは、０．１～１０ｐｈｒ、レベリング剤の使用量は、０．００１～
０．１ｐｈｒ程度が適当である。
【０１２２】
　次に保護層２８について説明する。
　本発明における保護層とは、感光層の表面に対して耐摩耗性を改良し、表面の低摩擦係
数化を実現するために設けられる最表面層をさす。この保護層には少なくとも電荷輸送性
構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマーとフッ素系ＵＶ硬化型ハードコート
剤と１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物とを硬化することにより形成
されるものであり、該保護層に潤滑性微粒子を含有する。
【０１２３】
　保護層に含有される材料については上記の通りである。
　本発明の保護層は、少なくとも電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性
モノマーとフッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と１官能の電荷輸送性構造を有するラジカ
ル重合性化合物とを硬化することにより形成されるものであり、該保護層に潤滑性微粒子
を含有するものであるが、これ以外に塗工時の粘度調整、保護層の応力緩和、低表面エネ
ルギー化や摩擦係数低減などの機能付与の目的で１官能及び２官能のラジカル重合性モノ
マー、機能性モノマー及びラジカル重合性オリゴマーを併用することができる。これらの
ラジカル重合性モノマー、オリゴマーとしては、公知のものが利用できる。
【０１２４】
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　１官能のラジカルモノマーとしては、例えば、２－エチルヘキシルアクリレート、２－
ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレート、テトラヒドロフ
ルフリルアクリレート、２－エチルヘキシルカルビトールアクリレート、３－メトキシブ
チルアクリレート、ベンジルアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、イソアミルア
クリレート、イソブチルアクリレート、メトキシトリエチレングリコールアクリレート、
フェノキシテトラエチレングリコールアクリレート、セチルアクリレート、イソステアリ
ルアクリレート、ステアリルアクリレート、スチレンモノマーなどが挙げられる。
【０１２５】
　２官能のラジカル重合性モノマーとしては、例えば、１，３－ブタンジオールジアクリ
レート、１，４－ブタンジオールジアクリレート、１，４－ブタンジオールジメタクリレ
ート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリ
レート、ジエチレングリコールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート
、ビスフェノールＡ－ＥＯ変性ジアクリレート、ビスフェノールＦ－ＥＯ変性ジアクリレ
ート、ネオペンチルグリコールジアクリレートなどが挙げられる。
【０１２６】
　機能性モノマーとしては、例えば、オクタフルオロペンチルアクリレート、２－パーフ
ルオロオクチルエチルアクリレート、２－パーフルオロオクチルエチルメタクリレート、
２－パーフルオロイソノニルエチルアクリレートなどのフッ素原子を置換したもの、特公
平５－６０５０３号公報、特公平６－４５７７０号公報記載のシロキサン繰り返し単位：
２０～７０のアクリロイルポリジメチルシロキサンエチル、メタクリロイルポリジメチル
シロキサンエチル、アクリロイルポリジメチルシロキサンプロピル、アクリロイルポリジ
メチルシロキサンブチル、ジアクリロイルポリジメチルシロキサンジエチルなどのポリシ
ロキサン基を有するビニルモノマー、アクリレート及びメタクリレートが挙げられる。
【０１２７】
　ラジカル重合性オリゴマーとしては、例えば、エポキシアクリレート系、ウレタンアク
リレート系、ポリエステルアクリレート系オリゴマーが挙げられる。
　但し、１官能及び２官能のラジカル重合性モノマーやラジカル重合性オリゴマーを多量
に含有させると架橋型電荷輸送層の３次元架橋結合密度が実質的に低下し、耐摩耗性の低
下を招く。このためこれらのモノマーやオリゴマーの含有量は、３官能以上のラジカル重
合性モノマー１００重量部に対し５０重量部以下、好ましくは３０重量部以下に制限され
る。
【０１２８】
　また、本発明の保護層は、少なくとも電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル
重合性モノマーとフッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と１官能の電荷輸送性構造を有する
ラジカル重合性化合物とを硬化することにより形成されるものであり、該保護層に潤滑性
微粒子を含有するものであるが、必要に応じてこの硬化反応を効率よく進行させるために
架橋型電荷輸送層塗布液中に重合開始剤を含有させても良い。
【０１２９】
　熱重合開始剤としては、２，５－ジメチルヘキサン－２，５－ジヒドロパーオキサイド
、ジクミルパーオキサイド、ベンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルクミルパーオキサイ
ド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（パーオキシベンゾイル）ヘキシン－３、ジ－ｔ－ブ
チルベルオキサイド、ｔ－ブチルヒドロベルオキサイド、クメンヒドロベルオキサイド、
ラウロイルパーオキサイド、２，２－ビス（４，４－ジ－ｔ－ブチルパーオキシシクロヘ
キシ）プロパンなどの過酸化物系開始剤、アゾビスイソブチルニトリル、アゾビスシクロ
ヘキサンカルボニトリル、アゾビスイソ酪酸メチル、アゾビスイソブチルアミジン塩酸塩
、４，４’－アゾビス－４－シアノ吉草酸などのアゾ系開始剤が挙げられる。
【０１３０】
　光重合開始剤としては、ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－１，２－ジ
フェニルエタン－１－オン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン、４－
（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル－（２－ヒドロキシ－２－プロピル）ケトン、２－
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ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）ブタノン－１、２－
ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、２－メチル－２－モルフォ
リノ（４－メチルチオフェニル）プロパン－１－オン、１－フェニル－１，２－プロパン
ジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）オキシム、などのアセトフェノン系またはケタ
ール系光重合開始剤、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテ
ル、ベンゾインイソブチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、などのベンゾイ
ンエーテル系光重合開始剤、ベンゾフェノン、４－ヒドロキシベンゾフェノン、ｏ－ベン
ゾイル安息香酸メチル、２－ベンゾイルナフタレン、４－ベンゾイルビフェニル、４－ベ
ンゾイルフェニールエーテル、アクリル化ベンゾフェノン、１，４－ベンゾイルベンゼン
、などのベンゾフェノン系光重合開始剤、２－イソプロピルチオキサントン、２－クロロ
チオキサントン、２，４－ジメチルチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、
２，４－ジクロロチオキサントン、などのチオキサントン系光重合開始剤、その他の光重
合開始剤としては、エチルアントラキノン、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニ
ルホスフィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベンゾイルフェニルエトキシホスフィ
ンオキサイド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイ
ド、ビス（２，４－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィ
ンオキサイド、メチルフェニルグリオキシエステル、９，１０－フェナントレン、アクリ
ジン系化合物、トリアジン系化合物、イミダゾール系化合物、が挙げられる。また、光重
合促進効果を有するものを単独または上記光重合開始剤と併用して用いることもできる。
例えば、トリエタノールアミン、メチルジエタノールアミン、４－ジメチルアミノ安息香
酸エチル、４－ジメチルアミノ安息香酸イソアミル、安息香酸（２－ジメチルアミノ）エ
チル、４，４’－ジメチルアミノベンゾフェノン、などが挙げられる。
　これらの重合開始剤は１種又は２種以上を混合して用いてもよい。重合開始剤の含有量
は、ラジカル重合性を有する総含有物１００重量部に対し、０．５～４０重量部、好まし
くは１～２０重量部である。
【０１３１】
　更に、本発明の保護層塗工液は必要に応じて各種可塑剤（応力緩和や接着性向上の目的
）、レベリング剤、ラジカル反応性を有しない低分子電荷輸送物質などの添加剤が含有で
きる。これらの添加剤は公知のものが使用可能であり、可塑剤としてはジブチルフタレー
ト、ジオクチルフタレート等の一般の樹脂に使用されているものが利用可能で、その使用
量は塗工液の総固形分に対し２０重量％以下、好ましくは１０重量％以下に抑えられる。
また、レベリング剤としては、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシリコーンオ
イル等のシリコーンオイル類や、側鎖にパーフルオロアルキル基を有するポリマーあるい
はオリゴマー、アクリル基含有ポリエステル変性ポリジメチルシロキサンとプロポキシ変
性－２－ネオペンチルグリコールジアクリレート混合物等が利用でき、その使用量は塗工
液の総固形分に対し３重量％以下が適当である。
【０１３２】
　本発明の保護層は、少なくとも電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性
モノマーとフッ素系ＵＶ硬化型ハードコート剤と１官能の電荷輸送性構造を有するラジカ
ル重合性化合物と潤滑性微粒子を含有する塗工液を前述の電荷輸送層上に塗布、硬化する
ことにより形成される。かかる塗工液はラジカル重合性モノマーが液体である場合、これ
に他の成分を溶解して塗布することも可能であるが、必要に応じて溶媒により希釈して塗
布される。このとき用いられる溶媒としては、メタノール、エタノール、プロパノール、
ブタノールなどのアルコール系、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケト
ン、シクロヘキサノンなどのケトン系、酢酸エチル、酢酸ブチルなどのエステル系、テト
ラヒドロフラン、ジオキサン、プロピルエーテルなどのエーテル系、ジクロロメタン、ジ
クロロエタン、トリクロロエタン、クロロベンゼンなどのハロゲン系、ベンゼン、トルエ
ン、キシレンなどの芳香族系、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、セロソルブアセテ
ートなどのセロソルブ系などが挙げられる。これらの溶媒は単独または２種以上を混合し
て用いてもよい。溶媒による希釈率は組成物の溶解性、塗工法、目的とする膜厚により変
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わり、任意である。塗布は、浸漬塗工法やスプレーコート、ビードコート、リングコート
法などを用いて行なうことができる。
【０１３３】
　本発明においては、かかる保護層塗工液を塗布後、外部からエネルギーを与え硬化させ
、保護層を形成するものであるが、このとき用いられる外部エネルギーとしては熱、光、
放射線がある。熱のエネルギーを加える方法としては、空気、窒素などの気体、蒸気、あ
るいは各種熱媒体、赤外線、電磁波を用い塗工表面側あるいは支持体側から加熱すること
によって行なわれる。加熱温度は１００℃以上、１７０℃以下が好ましく、１００℃未満
では反応速度が遅く、完全に硬化反応が終了しない。１７０℃より高温では硬化反応が不
均一に進行し保護層中に大きな歪みや多数の未反応残基、反応停止末端が発生する。硬化
反応を均一に進めるために、１００℃未満の比較的低温で加熱後、更に１００℃以上に加
温し反応を完結させる方法も有効である。光のエネルギーとしては主に紫外光に発光波長
をもつ高圧水銀灯やメタルハライドランプなどのＵＶ照射光源が利用できるが、ラジカル
重合性含有物や光重合開始剤の吸収波長に合わせ可視光光源の選択も可能である。照射光
量は５０ｍＷ／ｃｍ2以上、１０００ｍＷ／ｃｍ2以下が好ましく、５０ｍＷ／ｃｍ2未満
では硬化反応に時間を要する。１０００ｍＷ／ｃｍ2より強いと反応の進行が不均一とな
り、保護層表面に局部的な皺が発生したり、多数の未反応残基、反応停止末端が生ずる。
また、急激な架橋により内部応力が大きくなり、クラックや膜剥がれの原因となる。放射
線のエネルギーとしては電子線を用いるものが挙げられる。これらのエネルギーの中で、
反応速度制御の容易さ、装置の簡便さから熱及び光のエネルギーを用いたものが有用であ
り、特に光エネルギーが好ましい。
【０１３４】
　本発明の保護層の膜厚は、１μｍ以上、１０μｍ以下、さらに好ましくは２μｍ以上、
８μｍ以下である。１０μｍより厚い場合、前述のようにクラックや膜剥がれが発生しや
すくなり、８μｍ以下ではその余裕度がさらに向上するため架橋密度を高くすることが可
能で、さらに耐摩耗性を高める材料選択や硬化条件の設定が可能となる。一方、ラジカル
重合反応は酸素阻害を受けやすく、すなわち大気に接した表面では酸素によるラジカルト
ラップの影響で架橋が進まなかったり、不均一になりやすい。この影響が顕著に現れるの
は表層１μｍ以下で、この膜厚以下の保護層は耐摩耗性の低下や不均一な摩耗が起こりや
すい。また、保護層塗工時において下層の電荷輸送層成分の混入が生ずる。保護層の塗布
膜厚が薄いと層全体に混入物が拡がり、硬化反応の阻害や架橋密度の低下をもたらす。こ
れらの理由から、本発明の保護層は１μｍ以上の膜厚で良好な耐摩耗性、耐傷性を有する
が、繰り返しの使用において局部的に下層の電荷輸送層まで削れた部分できるとその部分
の摩耗が増加し、帯電性や感度変動から中間調画像の濃度むらが発生しやすい。従って、
より長寿命、高画質化のためには保護層の膜厚を２μｍ以上にすることが望ましい。
【０１３５】
　保護層塗工液の希釈溶媒に関しては、蒸発速度の遅い溶剤を用いた場合、残留する溶媒
が硬化の妨げとなったり、下層成分の混入量を増加させることがあり、不均一硬化や硬化
密度低下をもたらす。このため有機溶剤に対し、可溶性となりやすい。具体的には、テト
ラヒドロフラン、テトラヒドロフランとメタノール混合溶媒、酢酸エチル、メチルエチル
ケトン、エチルセロソルブなどが有用であるが、塗工法と合わせて選択される。また、固
形分濃度に関しては、同様な理由で低すぎる場合、有機溶剤に対し可溶性となりやすい。
逆に膜厚、塗工液粘度の制限から上限濃度の制約をうける。具体的には、１０～５０重量
％の範囲で用いることが望ましい。保護層の塗工方法としては、同様な理由で塗工膜形成
時の溶媒含有量、溶媒との接触時間を少なくする方法が好ましく、具体的にはスプレーコ
ート法、塗工液量を規制したリングコート法が生産上、品質の安定性を確保し易い方法で
あり、好適である。また、下層成分の混入量を抑えるためには、電荷輸送層として高分子
電荷輸送物質を用いること、架橋型電荷輸送層の塗工溶媒に対し不溶性の中間層を設ける
ことも有効である。
　特開平６－９５４１５号公報段落番号［００１４］に記載の如く、フッ素樹脂の配合比
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ことが考えられる。このため、感光体感度に対して保護層の電荷移動度が律速とならない
程度に膜厚を設定すると良い。
【実施例】
【０１３６】
　次に、実施例によって本発明を更に詳細に説明するが、本発明は以下の実施例に限定さ
れるものではない。
【０１３７】
実施例１
　肉厚０．８ｍｍ、長さ３４０ｍｍ、外径φ３０ｍｍのアルミニウムドラム上に、下記組
成の下引き層用塗工液、電荷発生層用塗工液、電荷輸送層用塗工液を順次、塗布乾燥する
ことにより、３．５μｍの下引き層、０．２μｍの電荷発生層、１９μｍの電荷輸送層を
形成した。その上に下記組成の保護層塗工液をスプレーで塗工後、このドラムとＵＶ硬化
ランプから１２０ｍｍ距離を置いて、ドラムを回転させながらＵＶ硬化を施した。この位
置でのＵＶ硬化ランプ照度は６００ｍＷ／ｃｍ2（紫外線積算光量計ＵＩＴ－１５０、ウ
シオ社製による測定値）であった。また、ドラムの回転速度は２５ｒｐｍとした。ＵＶ硬
化を行う際、アルミニウムドラム内に棒状の金属ブロックを内包させた。また、ＵＶ硬化
は３０秒間の露光と１２０秒間の休止を繰り返し、通算７分間露光した。ＵＶ硬化後、１
３０℃にて３０分加熱乾燥した。結果、５μｍの保護層を設け電子写真感光体を得た。
【０１３８】
〔下引き層用塗工液〕
　アルキッド樹脂溶液（ベッコライト　Ｍ６４０１－５０，大日本インキ化学工業社製）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２重量部
　メラミン樹脂溶液
　　（スーパーベッカミン　Ｇ－８２１－６０，大日本インキ化学工業社製）８重量部
　酸化チタン（ＣＲ－ＥＬ　石原産業社製）　　　　　　　　　　　　　　４０重量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００重量部
【０１３９】
〔電荷発生層用塗工液〕
　下記構造のビスアゾ顔料（リコー社製）　　　　　　　　　　　　　　　５重量部
【化８】

　ポリビニルブチラール（ＸＹＨＬ、ＵＣＣ社製）　　　　　　　　　　　１重量部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００重量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０重量部
【０１４０】
〔電荷輸送層用塗工液〕
　Ｚ型ポリカーボネート（パンライトＴＳ－２０５０、帝人化成社製）　１０重量部
　下記構造の低分子電荷輸送物質　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７重量部
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【化９】

　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量部
　１％シリコーンオイル（ＫＦ５０－１００ＣＳ、信越化学工業社製）テトラヒドロ
　　フラン溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１重量部
【０１４１】
〔保護層塗工液〕
　下記構造の１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物　　５０重量部

【化１０】

　電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性モノマー
　　トリメチロールプロパントリアクリレート
　　（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＴＭＰＴＡ、日本化薬社製）　　　　　　　　　２５重量部
　電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性モノマー
　　ジペンタエリスリトールカプロラクトン変性ヘキサアクリレート
　　（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ－１２０、日本化薬製）　　　　　　　２５重量部
　　分子量：１９４７、官能基数：６官能、分子量／官能基数＝３２５
　光重合開始剤
　　１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン
　　（イルガキュア１８４、チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製）　　５重量部
　レベリング剤
　　アクリル基含有ポリエステル変性ポリジメチルシロキサンと
　　　プロポキシ変性－２－ネオペンチルグリコールジアクリレート混合物
　　（ＢＹＫ－ＵＶ３５７０、ビックケミー社製）　　　　　　　　　０．１重量部
　潤滑性微粒子
　　テトラフルオロエチレンとパーフルオロアルキルビニルエーテルの共重合体
　　（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）　　　　２５．５重量部
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　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：６０重量％、ＯＨ価：３４ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　１６重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　　１重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８３６重量部
【０１４２】
（評価方法）
（１）すり抜け強度測定
　Ｉｍａｇｉｏ　Ｎｅｏ　Ｃ４５５の感光体セット（クリーニングブラシ、クリーニング
ブレード、帯電ローラークリーナー、潤滑剤（棒状のステアリン酸亜鉛）等が設けられて
いる）のうち、クリーニングブラシと帯電ローラークリーナー、および棒状のステアリン
酸亜鉛を取り除いたものをすり抜け強度測定用の感光体セットとした。取り付け位置はブ
ラック現像ステーションにした。Ｉｍａｇｉｏ　Ｎｅｏ　Ｃ４５５の帯電ローラ印加バイ
アスのうち、ＤＣバイアスを調整し、感光体の帯電電位を－７００Ｖになるようにした。
次いで、露光部電位が－２５０Ｖになるよう書き込み光量を調整した。この状態で種々、
現像バイアスを変えてベタパターンを書き込ませた。転写前の感光体に入力されたトナー
を透明粘着テープ（日東電工社、プリンタックＣ）で捕集し、捕集したテープの画像濃度
を反射分光濃度計（キヤノンアイテック社、Ｘ－ＲＩＴＥ９３９）で測定し、この濃度が
１．０となる現像バイアスに変更した。
　次に、現像手段の開口部上端に２ｍｍ厚の線状のスポンジテープ（住友３Ｍ社、スコッ
チテープ４０１６）を介して、すり抜けトナーキャッチャー（厚さ１ｍｍで８ｍｍ×３１
０ｍｍのフェルト（槌屋社製））を貼り合わせた（図８参照）。これを本体に装着した。
【０１４３】
　クリーニングブレードはＩｍａｇｉｏ　Ｎｅｏ　Ｃ４５５純正品の新品を取り付け、実
施例１で得られた感光体ドラムを取り付けて、２３℃５５％ＲＨ環境で画像濃度５％のＡ
４サイズのテストパターン画像を連続５０枚、コピー用紙（Ｍｙ　Ｐａｐｅｒ　Ａ４、Ｎ
ＢＳリコー社品）にプリントした。トナーは純正品の重合トナーを使用した。
　プリント後、すり抜けトナーキャッチャーを回収し、これをイメージスキャナー（エプ
ソン社、ＥＳ－８５００）を用いてこの画像をデジタルデータ化した。スキャナーはズー
ム１００％、カラードライバーによる色補正；１．０，出力８００ｄｐｉ，写真；８００
ｄｐｉ，アンシャープマスク；中、８ｂｉｔグレーの条件で画像データを読み取った。
　この画像データをメディアサイバネティクス社イメージプロプラスＶｅｒ３．０を用い
、Ｐｓｅｕｄｏ－Ｃｏｌｏｒコマンドで上限２１０，下限３１０、５分割の条件で、すり
抜けトナーキャッチャーの画像濃度とその面積率を算出し、これらの総和をすり抜け強度
として算出した。
　すり抜け強度は、試験開始時と、以下の画像評価を行った後の電子写真感光体を用いて
求めた。
　画像評価前後のすり抜け強度は表１に示す。
【０１４４】
（２）画像評価
　以上のように作製した実施例１の電子写真感光体を実装用にした後、画像形成装置（ｉ
ｍａｇｉｏ　Ｎｅｏ　Ｃ４５５、リコー社製）の全現像ステーションに搭載し、画素密度
が６００ｄｐｉ×６００ｄｐｉで８×８のマトリクス中に４ドット×４ドットを描いたハ
ーフトーンパターンを連続５枚づつ印刷する条件で通算２０万枚、コピー用紙（Ｍｙ　Ｐ
ａｐｅｒ　Ａ４、ＮＢＳリコー社品）にプリントアウトした。感光体セットは全て棒状の
ステアリン酸亜鉛を取り除いた。
　すり抜け強度が２５となるようにクリーニングブレードに設けられている荷重用バネを
ばね荷重０．６８Ｎ／ｍｍ、自由長１４ｍｍ、内径５ｍｍのＳＵＳ製のバネに変えた。
　トナーと現像剤はＩｍａｇｉｏＮｅｏ Ｃ４５５純正品を使用した。
　感光体ユニットは純正品を使用した。帯電ローラーの印加電圧はＡＣ成分としてピーク



(34) JP 5102646 B2 2012.12.19

10

20

30

40

50

間電圧１．５ｋＶ、周波数０．９ｋＨｚを選択した。また、ＤＣ成分は試験開始時の感光
体の帯電電位が－７００Ｖとなるようなバイアスを設定し、試験終了に至るまでこの帯電
条件で試験を行った。また、現像バイアスは－５００Ｖとした。尚、この装置において、
除電手段は設けていない。また、クリーニング手段は純正品を印刷枚数が５万枚毎に未使
用品に変えて試験を行った。試験終了後、カラー用テストチャートをＰＰＣ用紙ＴＹＰＥ
－６２００Ａ３に複写印刷した。試験環境は、２３℃／５５％ＲＨであった。
【０１４５】
　カラー用テストチャート（リコー社、ＣＯＬＯＲ　ＣＨＡＲＴ　Ｃ－５）のコピー画像
について、余白の地肌汚れを５段階に評価した。結果を表１に示す。
　　５；　極めて優れている
　　４；　優れている
　　３；　問題なし
　　２；　僅かにくすんだ感触を受けるが実際の使用では問題ない
　　１；　くすんだ感触を受ける。
【０１４６】
実施例２
　実施例１における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤を下記に示すものに
変更した以外は実施例１と同様に試験を行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも
実施例１と同じものを用いた。
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ４０２Ｂ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：５５重量％、ＯＨ価：２５ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　１６重量部
【０１４７】
実施例３
　実施例１における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤を下記に示すものに
変更し、フッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイソシアネートモノマーとテトラヒド
ロフランの組成を以下に示すものに変更した以外は実施例１と同様に試験を行った。クリ
ーニングブレードの荷重用のバネも実施例１と同じものを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）１３．５重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ６１０Ｘ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：６１重量％、ＯＨ価：４８ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　　　８重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　　　１重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７２３重量部
【０１４８】
実施例４
　実施例１における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤を下記に示すものに
変更し、フッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイソシアネートモノマーとテトラヒド
ロフランの組成を以下に示すものに変更した以外は実施例１と同様に試験を行った。クリ
ーニングブレードの荷重用のバネも実施例１と同じものを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）　　９重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（モディパーＦ２００、日本油脂社製）（固形分：３０重量％）　　　４重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　　２重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６８１重量部
【０１４９】
実施例５
　実施例１における保護層塗工液に含まれる潤滑性微粒子を（ＭＰＥ－０５６、三井デュ
ポンフロロケミカル社製）２５．５重量部からポリエチレンワックス（ＢＹＫ-ＣＥＲＡ
社製、ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９９１）２５．５重量部に変更した以外は実施例１と同様に試
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験を行った。
【０１５０】
実施例６
　実施例１における保護層塗工液に含まれる潤滑性微粒子を（ＭＰＥ－０５６、三井デュ
ポンフロロケミカル社製）２５．５重量部からシリコーン・アクリル共重合体（日信化学
社製　シャリーヌＲ－１７０Ｓ）２５．５重量部に変更した以外は実施例１と同様に試験
を行った。
【０１５１】
実施例７
　実施例１における保護層塗工液に含まれる１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重
合性化合物を下記構造の化合物に変更し、フッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイソ
シアネートモノマーとテトラヒドロフランの組成を下記に示すものに変えた以外は実施例
１と同様に試験を行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例１と同じものを
用いた。
　下記構造の１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物　　５０重量部
【化１１】

　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）３．２重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：６０重量％、ＯＨ価：３４ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　　２重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　０．１３重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２６重量部
【０１５２】
実施例８
　実施例７における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイ
ソシアネートモノマーとテトラヒドロフランの組成を以下に示すものに変更した以外は実
施例７と同様に試験を行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例７と同じも
のを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）９５．７重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：６０重量％、ＯＨ価：３４ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　　６０重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　３．８重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４９９重量部
【０１５３】
実施例９
　実施例７における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイ
ソシアネートモノマーとテトラヒドロフランの組成を以下に示すものに変更した以外は実
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施例７と同様に試験を行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例７と同じも
のを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）１０．２重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：６０重量％、ＯＨ価：３４ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　２２．４重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　１．４重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７８８重量部
【０１５４】
実施例１０
　実施例７における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイ
ソシアネートモノマーとテトラヒドロフランの組成を以下に示すものに変更した以外は実
施例７と同様に試験を行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例７と同じも
のを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）２３．８重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：６０重量％、ＯＨ価：３４ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　９．６重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　０．６重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７８８重量部
【０１５５】
実施例１１
　実施例７における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイ
ソシアネートモノマーとテトラヒドロフランの組成を以下に示すものに変更した以外は実
施例７と同様に試験を行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例７と同じも
のを用いた。
　潤滑性微粒子
　　（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）　　　　　１３．６重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：５５重量％、ＯＨ価：２５ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　３．２重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　０．２重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６９２重量部
【０１５６】
実施例１２
　実施例７における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイ
ソシアネートモノマーとテトラヒドロフランの組成を以下に示すものに変更した以外は実
施例７と同様に試験を行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例７と同じも
のを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）　７．７重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：５５重量％、ＯＨ価：２５ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　２８．８重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　１．８重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８１２重量部
【０１５７】
実施例１３
　実施例２における潤滑性微粒子を以下のものに変更した以外は実施例２と同様に試験を
行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例２と同じものを用いた。
　ポリエチレンワックス（ＢＹＫ－ＣＥＲＡ社製、ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９９１）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５．５重量部
【０１５８】
実施例１４
　実施例３における潤滑性微粒子を以下のものに変更した以外は実施例３と同様に試験を
行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例３と同じものを用いた。
　ポリエチレンワックス（ＢＹＫ－ＣＥＲＡ社製、ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９９１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３．５重量部
【０１５９】
実施例１５
　実施例４における潤滑性微粒子を以下のものに変更した以外は実施例４と同様に試験を
行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例４と同じものを用いた。
　ポリエチレンワックス（ＢＹＫ-ＣＥＲＡ社製、ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９９１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９重量部
【０１６０】
実施例１６
　実施例７における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイ
ソシアネートモノマーとテトラヒドロフランの組成を以下に示すものに変更した以外は実
施例７と同様に試験を行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例７と同じも
のを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）３１．９重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：６０重量％、ＯＨ価：３４ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　１２０重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　７．５重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４９９重量部
【０１６１】
実施例１７
　実施例７における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイ
ソシアネートモノマーとテトラヒドロフランの組成を以下に示すものに変更した以外は実
施例７と同様に試験を行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例７と同じも
のを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２７．５重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：６０重量％、ＯＨ価：３４ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　　３０重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　１．９重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４９９重量部
【０１６２】
実施例１８
　実施例７における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイ
ソシアネートモノマーとテトラヒドロフランの組成を以下に示すものに変更した以外は実
施例７と同様に試験を行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例７と同じも
のを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）　１.１重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：６０重量％、ＯＨ価：３４ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　　　４重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　０．２５重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２６重量部
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【０１６３】
実施例１９
　実施例７における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイ
ソシアネートモノマーとテトラヒドロフランの組成を以下に示すものに変更した以外は実
施例７と同様に試験を行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例７と同じも
のを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）　４．３重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：６０重量％、ＯＨ価：３４ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　　　１重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　０．０６重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２６重量部
【０１６４】
実施例２０
　実施例７における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイ
ソシアネートモノマーとテトラヒドロフランの組成を以下に示すものに変更した以外は実
施例７と同様に試験を行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例７と同じも
のを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）２５．５重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：６０重量％、ＯＨ価：３４ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　　１６重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　　　１重量部
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８３６重量部
【０１６５】
比較例１
　実施例１における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイ
ソシアネートモノマーの組成を以下に示すものに変更した以外は実施例１と同様に試験を
行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例１と同じものを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）２５．５重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（ディフェンサＥｘｐ．ＴＦ－３０２６、大日本インキ化学工業社製）
　　（固形分：５５重量％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　　　０重量部
【０１６６】
比較例２
　実施例１における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイ
ソシアネートモノマーの組成を以下に示すものに変更した以外は実施例１と同様に試験を
行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例１と同じものを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）４２．５重量部
　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：６０重量％、ＯＨ価：３４ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　　　０重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　　　０重量部
【０１６７】
比較例３
　実施例１における保護層塗工液に含まれるフッ素系ハードコート剤と潤滑性微粒子とイ
ソシアネートモノマーの組成を以下に示すものに変更した以外は実施例１と同様に試験を
行った。クリーニングブレードの荷重用のバネも実施例１と同じものを用いた。
　潤滑性微粒子（ＭＰＥ－０５６、三井デュポンフロロケミカル社製）　　　０重量部
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　フッ素系ハードコート剤
　　（セフラルコートＡ１０１Ｅ、セントラル硝子社製）
　　（固形分：６０重量％、ＯＨ価：３４ｍｇＫＯＨ／ｇ）　　　　　　　４０重量部
　イソシアネートモノマー（カレンズＡＯＩ、昭和電工社製）　　　　　２．５重量部
【０１６８】
比較例４
　実施例１における保護層塗工液に含まれる１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重
合性化合物を下記に示すものに変えた以外は実施例１と同様に試験を行った。クリーニン
グブレードの荷重用のバネも実施例１と同じものを用いた。
【化１２】

【０１６９】
比較例５
　実施例１における保護層塗工液に含まれる１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重
合性化合物を下記に示すものに変えた以外は実施例１と同様に試験を行った。クリーニン
グブレードの荷重用のバネも実施例１と同じものを用いた。
【化１３】

【０１７０】
　以上のようにして得られた実施例１～２０、および比較例１～５によって得られた画像
評価結果をすり抜け強度と合わせて以下に記す。なお、すり抜け強度は小さいものほど良
好であり、画像評価ランクは値の大きいものほど良好である。
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【表１】

　感光体保護層に潤滑剤微粒子と分子内にウレタン結合を有するフッ素系ＵＶ硬化型ハー
ドコート剤を適当な量比で配合することで、感光体表面の摩擦係数を下げることができ、
クリーニング性に優れた良好な画像を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【０１７１】
【図１】本発明に係る画像形成装置の例を示す模式断面図。
【図２】本発明に係る画像形成装置の別の例を示す模式断面図。
【図３】本発明に係るプロセスカートリッジの例を示す模式断面図。
【図４】本発明に係る画像形成装置の別の例を示す模式断面図。
【図５】本発明に係る画像形成装置の別の例を示す模式断面図。
【図６】本発明に係る画像形成装置の別の例を示す模式断面図。
【図７】本発明に係る電子写真感光体の層構成を示す断面図。
【図８】すり抜け強度を測定する際のすり抜けトナーキャッチャーの取り付け位置を示す
図。
【符号の説明】
【０１７２】
１１・・・電子写真感光体
１２・・・帯電手段
１３・・・露光手段
１４・・・現像手段
１５・・・トナー
１６・・・転写手段
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１７・・・クリーニング手段
１８・・・印刷メディア（印刷用紙、ＯＨＰ用スライド）
１９・・・定着手段
１Ａ・・・除電手段
１Ｂ・・・クリーニング前露光手段
１Ｃ・・・駆動手段
１Ｄ・・・第１の転写手段
１Ｅ・・・第２の転写手段
１Ｆ・・・中間転写体
２１・・・導電性支持体
２２・・・電荷ブロッキング層
２４・・・下引き層
２５・・・電荷発生層
２６・・・電荷輸送層
２８・・・架橋型樹脂保護層

【図１】

【図２】

【図３】
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